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平成2年度国立環境研究所特別研究年報  

の発刊に当たって   

本研究所は，我が国の環境研究の中心的な役割を果たすために，昭和49年に環境  

庁の附属機関「国立公害研究所」として設置されました。その目的に合わせて本研  

究所は，理工学，医学，生物学等の自然科学分野はもとより，人文・社会科学に至  

る広範囲にわたっての多様な研究者集団によって構成され，さらに国公私立大学，  

地方自治体の環境研究所等の所外の専門科学者の参加のもとに，多くの学際的な研  

究を展開してまいりました。   

特別研究は，本研究所の学際性に見られる特徴を十分に活かすよう，総合的なプ  

ロジェクト研究として，昭和51年度の「陸上植物による大気汚染環境の評価と改善  

に関する基礎研究」を第1号としてスタートさせ，すでに46課題を数えます。この  

うち32課題が平成元年度までに終了し，平成2年度時点で12課題の特別研究を実  

施いたしました。平成2年7月には研究所の組織を全面的に改編し，プロジェクト  

研究をさらに充実させる目的で総合研究部門を発足させ，所名も「国立環境研究所」  

と改称いたしました。   

特別研究の成果につきましては，当初より「国立公害研究所研究報告」として公  

表し，また「国立公害研究所年報」にも収録してまいりました。しかし，特別研究  

が現実の社会的関心の高い課題を扱うことを考え，昭和62年度より新たに「国立公  

害研究所特別研究年報」を刊行いたしました。これは，一般の方々にも分かりやす  

い表現につとめ，図表を多くして，それぞれの特別研究の概況を簡潔に述べる目的  

で作成したものであります。   

幸いこれまでの「国立公害研究所特別研究年報」につきましては，分かりやすい  

との評価をいただきました。しかし，文章の平易さ，図表による表現の適切さ等で  

至らない面はなお多いと思われます。関係者の方々のご叱正を仰ぎ，これらの点に  

ついてさらに改善を加え，新生の国立環境研究所の特別研究年報の一層の充実に今  

後とも努力してまいりたいと思います。  

平成3年8月  

国立環境研究所   

所長 小 泉  明   
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l．概  況  

国立公害研究所は，昭和49年3月，我が国の環境研究の中心約な役割を果たすために，環境庁  

の附属機関として筑波研究学園都市に設立された。本研究所は，理工学，医学，生物学等の自然  

科学分野から人文・社会科学に至るまで広範囲にわたる多様な研究者集団で構成されており，大  

学の研究者や地方環境研究所の専門家の参加を得て，研究を学際的に実施することを大きな特色  

としている。こういった学際性の上にたって，大型実験施設を駆使した研究と野外の実地調査研  

究を併せ，社会的ニーズに対応した目的指向型の研究プロジェクトとしての特別研究を活動の中  

心に据えている。   

特別研究は，昭和51年度から「陸上植物による大気汚染環境の評価と改善に関する基礎研究」  

を第1号としてスタートさせたが，それ以来，実施課題は延べ46課題に達し，このうち32課題  

が平成元年度までに終了している。特別研究のスタート当初においては，有機汚染物質による水  

質汚濁，大気汚染に伴う光化学スモッグ，重金属による土壌汚染や生態系の汚染といった特定の  

汚染源による典型的な公害問題の解決が主要な課題であった。しかし，最近においては，科学技  

術の進歩，産業構造，生活様式の変化等を背景として，先端産業の発展等に伴う有害化学物質に  

よる環境汚染，低濃度かつ複合的な汚染の人や生態系に及ぼす影響，地球的な頗模での環境問題  

等が主要な課題として関心をもたれてきており，これに伴って当研究所の特別研究の内容も変化  

してきている。   

平成2年度においては，次の12課題の特別研究を実施した。このうち，☆印を付した4課題は  

平成2年度からの新規課題，★印を付した2課題は平成2年度をもって最終年度とする終了課題  

である。平成2年度の特別研究には，当研究所の全研究職員並びに関係行政職員のほか，所外か  

ら108名の客員研究員及び22名の共同研究員が参画した。  

★1．バイオテクノロジーによる大気環境指標植物の開発に関する研究   

★2．富栄養化による内湾生態系への影響評価に関する研究  

3．先端技術における化学環境の解明に関する研究  

4．環境容量から見た水域の機能評価と新管理手法に関する研究  

5．粒子状物質を主体とした大気汚染物質の生体影響評価に関する実験的研究  

6．広域都市圏における交通公害防止計画策定のための環境総合評価手法に関する研究  

7．大都市圏における環境ストレスヒ健康に係る環境保健モニタリング手法の開発に関する  

研究  

8．水環境における化学物質の長期暴霧による相乗的生態系影響に関する研究   

☆9．トリクロロエチレン等の地下水汚染の防止に関する研究   

☆10．有用微生物を活用した小規模排水処理技術の開発と高度化に関する研究   

☆11．有害廃棄物のモニタリングに関する研究   

☆12．都市域における冬期を中心とした高濃度大気汚染の予測と制御に関する研究  
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2．年寺 別 研 究  

2．1バイオテクノロジーによる大気環境指標植物の，  

開発に関する研究（最終年度）  

昭和61年度～平成2年度（1986～1990年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  

新生生物評価研究チーム ○近藤矩朗・佐治 光・中嶋信美  

生物圏環境部  

分子生物学研究室  久保明弘・青野光子  

環境植物研究室  大政謙次・名取俊樹・藤沼康実・清水英幸  

客員研究員 30名，共同研究員 2名  

〔研究概要〕   

近年，自動車交通の拡大に伴い窒素酸化物（NOズ）汚染はますます深刻になってきており，各地  

でオゾン（0。）やパーオキシアセチルナイトレート（PAN）を主成分とした光化学オキシダントに  

ょると思われる傷害が植物に発現している。しかし，現在，PAN等についての常時監視体制に相  

当するものはなく，植物を用いた大気環境評価手法の確立が急務である。そこで，光化学二次汚  

染物質の可視的植物影響やタンパク質，遺伝子等の分子レベルでの影響の解明を行うとともに，  

植物組織培養や遺伝子組換え技術等のバイオテクノロジーを利用して，野外における光化学二次  

汚染物質による大気環境の汚染状況を評価するために有効な指標植物の開発・探索手法を確立し，  

指標植物による野外の大気環境評価法の開発を行ケことを目的として研究を進めてきた。   

光化学二次汚染物質に対する植物反応の特徴を明らかにするため，光化学オキシダントが植物  

に及ぽす影響の作用機構を明らかにし，光化学オキシダント処理によって特異的に変化する植物  

反応を見いだすことを目的とした研究を行ってきた。その結果，03による傷害発現には，植物体  

で生成する毒物である活性酸素が関与し，これを解毒する酵素が0。に対する植物の耐性に寄与  

していることが示唆された。また，03による傷害が顕在化する前に，植物葉内で葉緑体の脂質の  

代謝が変化することが分かり，その調節に関与している酵素系を明らかにすることができた。一  

方，タバコを用いたPAN暴露実験により，PANによる傷害の発現様式や発現部位等が，他の大  

気汚染物質とは異なっていることが明らかとなった。   

これまでに得られた知見に基づき大気環境指標植物を開発するために，組換えDNA技術や組  

織培養技術専のバイオテクノロジーの技術を導入するとともに，この技術を用いて光化学オキシ  

ダントを構成する種々の汚染物質に特異的に反応する指標植物の作成を試みた。活性酸素の解毒  

系の主要な酸素の単離・精製に成功し，これを用いて抗体を作成した。さらに遺伝子の単離を行  

い，植物へあ遺伝子導入により，遺伝子組換え（形質転換）植物を得た。組換え植物を育成し，自  

家受粉により子孫の種子を得，これを発芽・育成して，生化学的な調査及び大気汚染物質に対す  

る耐性の検討を行った。   

一方，野外における大気汚染状況を指標植物を用いて評価するために，光化学オキシダント濃  

度の商い地底にPANに感受性の高いペチュニアの一品種タイタンホワイトを配置し，植物の個  
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体差，令による感受性の変化について調査した結果，植物の令が進んだ個体ほど感受性が低下す  

ることが明らかとなっているので，この結果を考慮して，関東の各地区にべチュニアのホワイト  

チャンピオンを配置してPANの評価を試みた。   

また，現状では，遺伝子組換え植物を直接野外に持ち出して使用することができないので，外  

界とはフィルターにより隔離されたフィールド・チャンバーを作製し，組換え指標植物を用いた  

野外での試験に備えた。  

〔研究成果〕   

植物の毒物である活性酸素を解毒する括性酸素代謝系酵素のうちで，この代謝系の律遠になっ  

ていると考えられるグルタチオンレタククーゼ（GR）と活性酸素解毒の最終段階の酵素であるア  

スコルビン酸ペルオキシターゼ（AP）が，大気汚染物質に対する植物の耐性を支配していることを  

示唆する結果が得られているので，これらの遺伝子を単離・入手してタバコに導入して遺伝子組  

換え体を作製した。本年度は，GRやAPの遺伝子を導入した遺伝子組換え植物の基本的な生理機  

能，生化学的特徴などを調査するとともに，大気汚染物質に対する耐性の調査を行った。また，  

これを用いて野外の大気環境をモニターするためのフィールド・チャンバーの開発を行った。以  

下にその内容を報告する。  

（1）大腸菌グルタチオンレダクターゼ遺伝子を用いたタバコの形質転換   

1）遺伝子組換えタバコの作製   

タバコの品種SRlとBelW3の各々の葉片に，土壌細菌のアグロバクテリウムの植物への感  

染能を利用して大腸菌GR遺伝子を導入し，遺伝子組換えタバコを作製した。大腸菌GRに対す  

る抗体を作製し，これを用いて組換え体内で実際に大腸菌GRが合成されていることを確認した。  

また，これらの植物から自家受粉により子孫の種子を得，さらに，種子より育成した組換え植物  

に対して，二酸化硫黄やオゾンのガス暴露を行い，大気汚染ガスに対する感受性が変化したかど  

うかを調べた（図1）。また，組換えタバコより葉片を打ち抜き，これにパラコート処理を行い，  

パラコートに対する感受性が変化したかどうかを調べた。   

植物のGRは核の遺伝子によって生成されるが，緑化した植物葉に含まれるGRは生成された  

のちに葉緑体に輸送され葉緑体内で働いていると考えられる。このようなタンパク質は合成直後  

にはトランジットペプチドと呼ばれるペプチドを持っており，このペプチドは葉緑体内に移動す  

る際に切断される。したがって，大腸菌GRを葉緑体内に運ぶためには，GR遺伝子にトランジッ  

トペプチド遺伝子を連結しなければならない。そこで，ナデシコ科のマンテマのトランジットペ  

プチド遺伝子を合成してGR遺伝子に連結し，タバコに導入した（図2）。結果を要約すると次の  

ようになる。   

①遺伝子組換えタバコにおいて，導入した大腸菌GR遺伝子が発現していることが確認された。  

また，その子孫への伝達と発現を調べたところ，この遺伝子は子孫にも受け継がれ，子孫におい  

て親植物とほぼ同程度に発現していることが分かった。   

②自家受粉により得た種子から発芽・育成した子孫の形質転換体と非転換体の比は約3：1で，  

メンデルの遺伝の法則に従っていた。   

③形質転換体の菓のGR活性を測定した結果，測定した26個体の中からGR遺伝子を持たない  

対照植物体よりも顕著に活性が高い個体5つ（組換え植物番号1405，1407，1412，1415，1426）を  

得美（図3）。さらに，これらの個体の自家受粉により第2世代を得て，GR活性を比較したところ，  
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プラスミド  

二・ノ∴  
大腸菌GR遺伝子  

忘▼  

・・ 、；こしご干草二ごこ  
タバコ  

◎  
植物遺伝子導入用  

ベクター  

伝子の存在状態や  
の発現の解析  

図1大腸菌グルタチオンレダクターゼ遺伝子のタバコへの導入  

GR活性の高かった親から得た子においても，活性が高いという傾向が認められた。   

④トランジットペプチド遺伝子を保有するGR遺伝子を導入したタバコとトランジットペプチ  

ドを持たない遺伝子を導入したタバコの薫から無傷葉緑体を単離し，大腸菌GRに対する抗体を  

用いて葉緑体にGRタンパク質があるかどうかを調べたところ，予想どおり，トランジットペプ  

チドを保有している遺伝子を組み込んだものではGRは葉緑体に存在し，トランジットペプチド  

を持たない遺伝子を導入したものでは葉緑体に大腸菌GRは検出されなかった。  

2）遺伝子組換えタバコの性質   

遺伝子組換えタバコの第1世代及び第2世代の子孫について，その性質を調べたところ，以下  

のような結果が得られた。   

①タバコの成長速度やその外見については大腸菌GR遺伝子を保有するかどうかによる差は見  

られなかった。   

③大気汚染ガスを暴露して障害の奄度を観察したところ，オゾンに対する耐性については差は  

認められなかったが，二酸化硫黄に対しては，大腸菌GRタンパク質が細胞質にある組換え体に  

おいて耐性の増加が認められた。   

⑨除草剤パラコートに対しては，大腸菌GRタンパク質の存在場所が細胞質，葉緑体いずれの  

場合にも耐性の増加が認められた。   

これらの結果についてはさらに詳細な検討が必要であるが，二酸化硫黄，パラコートの毒性に  
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図2 大腸菌グルタチオンレダクターゼのタバコ葉肉細胞における  

存在場所  ・∴ ・・、・・、  

図3 遺伝子組換えタバコ26個体のグルタチオンレダクターゼ活性  

図中のCは大腸菌グルタチオンレダクターゼ遺伝子を持たない対照の  

タバコの活性を示す。  
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活性酸素が関与しているという従来の考えを支持している。しかし，オゾンによる障害について  

は，活性酸素が直接関与しているかどうか疑問を投げかける結果になった。しかしながら，二酸  

化硫黄，パラコートによる活性酸素の生成は葉緑体内で起こると考えられており，細胞質にGRタ  

ンパク質がある場合に耐性を示したことは，これらの物質による毒性発現についても今後さらに  

検討する必要があることを示唆している。いずれにせよ，これらの遺伝子組換えタバコは，二酸  

化硫黄に対する指標植物として使用可能と思われる。  

（2）アスコルビン斡ペルオキシダーゼ遺伝子のタバコヘの導入   

ホウレンソウのApに対するモノクロナル抗体を作製し，これを用いてシロイメナズナの  

cDNAライブラリーより抗体に反応するクローンを得た。このクローンより単離したcDNAの  

塩基配列を決定し，その塩基配列から想定されるアミノ酸配列の中に，ホウレンソウのAPで決  

定されたアミノ酸配列とよく似た領域があることが分かり．このCDNAがAPのものであること  

が確かめられた。   

次に，得られたcDNAを，植物への遺伝子導入用ベクターに組み込みタバコに導入した。その  

際，導入した遺伝子がタバコの細胞内で正しし〕方向（センス方向）または逆方向（アンチセンス方  

向）に転写されるように操作し，細胞内のAPを増加または減少させるよう試みた。その結果，遺  

伝子組換え体の中からセンス方向に遺伝子を導入したタバコでAP活性が高いものと，アンチセ  

ンス方向に遺伝子を導入したタバコでAP活性が低いものが，各々1個体ずつ得られた。これら  

の植物から自家受粉により種子を得て，発芽させたところ，形質転換体と非転換体の比は3：1と  

はならず，ほとんどが形質転換体であった。これらの組換え体の染色体にはAP遺伝子が複数個  

挿入されたものと思われる。これらの組換えタバコの大気汚染ガスやパラコートに対する耐性の  

変化は今後の課題である。  

（3）指標植物による野外大気環境評価法の検討   

光化学オキシダントの一つであるPANに敏感な指標植物ペチュニアを関東地方の各地に配置  

し，広域でのPAN汚染の実態を把握するとともに，指標植物を野外で使用する際の有効な方法に  

ついて検討することを目的として，最も敏感な品種であるホワイトチャンピオン（旧名：ホワイト  

エンサイン）を材料に選んで，植物棟の温室で播種後6週間育成した植物を，1990年6月22日，  

6月29日，7月6日の3回各地に送付し，各々4週間ずつ野外に配置して，1週間ごとに可視聖㌻て〉  

害・生長量等を記録した。  ∴馳舟摺   
′  今回，配置した場所は，前橋市（県農総試），浦和市（県公害セ），つくば市（国環研），府中市（東  

京農工大），江東区（都環研），千葉市（県農試），市原市（県公害研），平塚市（研公害セ）の8か所で  

ある。得られた結果は次のとおりである。   

①地域的に見ると，光化学オキシダント汚染が著しいとされる府中市，浦和市，前橋市で，ペ  

チュニア葉面に典型的なPANによる可視傷害が認められたほか，光化学オキシダント濃度が極  

めて高かった6月後半あるいは7月後半には，つくぼ市や平塚市でも葉面に可視傷害が認められ  

た。江東区，千葉市，市原市では調査期間中には被害が認められなかった。  

、②環境制御室を用いた実験結果と同様に，かなり上位の成熟葉にPANによると思われる可視  

傷害が認められ，また，葉の裏面の被害が大きいことなどを確認した。なお，野外で指標植物の  

配置実験をする際には，濯水や液肥の与え方，暴風雨や虫害などにかなり気を配る必要があった。  

一 7 －   



（4）組換え指標植物を用いた野外大気環境評価のための実験装置の開発   

開発中の組換え指標植物を野外において利用するために，この植物が野外の生態系に影響を与  

えないような（例えば花粉を飛散させないような）工夫をした，大気環境評価装置の開発を行った。  

この目的で作製されたフィールド・チャンバーを図4に示す。これは基本的にはアクリル製の植  

物栽培室とへパフイルター及びエアーポンプからなる，花粉等に対して閉鎖系のシステムである。  

大気取入口には粒子状物質のみを除去するフィルターあるいはオゾン等ガス状物質も除去する  

フィルターを取り付けることにより，大気非浄化室あるいは大気浄化室として用いることができ  

る。今回作製したタイプは縦横，各50cmであり，高さは可変のものである。  

チャンバー  

図4 遺伝子組換え植物を用いた環境評価のための装置  

矢印は空気の流れを示す。  
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2．2 宮栄養化による内湾生態系への影響評価  

に関する研究（最終年度）  

昭和61年度～平成2年度（1986～1990年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  
統括研究官  
海域保全研究チーム  
湖沼保全研究チーム  
水改善手法研究チーム  

地球環境研究グループ  

海洋研究チーム  

水土壌圏環境部  
土壌環境研究室  
地下環境研究室  

社会環境システム部  
資源管理研究室  

客員研究員 8名  

内藤正明  
○竹下俊二・木幡邦男・中村泰男  

柏崎守弘  
稲森悠平  

渡辺正孝・原島 省  

高松武次郎  

大坪国僻  

原沢美大  

〔研究概要〕   

内湾では背後に存在する大都市圏が大きな汚濁源ともなり，流入する汚濁負荷が大きいうえに  

汚濁物質が蓄積しやすいため，他の水域に比較して環境基準の達成率は依然として低い状況にあ  

る。内湾は，構造的に外海水との交換・混合の物理的作用が抑制されるという，いわゆる閉鎖性  

の特徴を持つ。このため流入した有機物や窒素，リン等が累積し，富栄養化状態を呈している所  

が多い。富栄養化が進行し，藻類など水生生物が大量に増殖すると赤潮発生など漁業への被害が  

問題となってくる。一方，内湾海域は生物生産の最も高い水域でもあり，各種の漁業に活発に利  

用されている。富栄養化が生物生産の増大に寄与していることを評価すると，豊富な栄養塩の存  

在は魚類の生育にとって不可欠な要素でもある。このため，生物生産の増大と海洋環境の保全が  

調和して確保されるには，内湾海域はいかにあるべきかを明らかにすることが強く求められてい  

る。   

本特別研究においては，（1）閉鎖性海域における盲栄養化がもたらす環境特性の把握に関する  

研究，（2）制御実験系を用いた富栄養化の影響評価に関する研究，（3）現場メゾコズムを用いた  

内湾生態系の物質循環・動態に関する研究を行い，内湾の環境管理のための基礎となる科学的知  

見の曹横を行う。   

各研究課題は年次計画どおり進行し，富栄養化と赤潮発生との関連や大規模赤潮に至る海況等  

につき知見を得た。課題（3）では現場海域での内湾生態系の変動を研究するために，現場メゾコ  

ズムを設置し，現場での実験研究を行ってきた。最終年度に当たる本年度は，この現場メゾコズ  

ムでの成果，課題（1）で得られた詳細な現場調査結果，及び課題（2）で得られた実験系セの成果  

を総合的に晴用して現場海域での現象解明，特に赤潮発生機構解明において大きな進展を得た。  

また，前年度まで行っていた播磨灘における調査，実験に加え，富栄養化が非常に進行した東京  
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湾にて調査を行い，生物量と栄養塩レベルについて検討した。  

〔研究成果〕  

（1）閉鎖性海域における富栄養化がもたらす環境特性の把撞に関する研究  

1990年7月20日～8月13日まで，メゾコズム設置場所である播磨灘家島における化学環境  

（窒素，リン，ケイ素，ビタミンB12，炭素，色素，金属類，pH，DO等），物理環境（水温，塩分，  

光強度，透明度），微生物を中心とした生物相（植物プランクトン，動物プランクトン，バクテリ  

アの現存量と種組成）の現場把捉を行った。現場の物理・化学・生物的鉛直構造を調査するために，  

表層から底層まで鉛直方向に5mごとに5点でサンプリングした。   

本年度は，調査期間中0～15mの水深で栄養塩がほぼ枯渇しており，（NO。‾＜1／‘M，PO▲3‾＜  

0．1／JM）赤潮は発生しなかった。また，調査開始時卓越していたケイ藻類は，安定な成層条件のも  

とで下層に沈降し，これに従って，0～15m層でのクロロフィルα量は7月中～下旬における値約  

3J‘g／Jから8月初旬には1〟g／J以下に減少した。   

東京湾のSt．A，B及びC（図1）において，1990年5月～1991年2月の期間，定期調査を行っ  

た。St．A，B及びCの最大水深は各々12，17及び12mである。溶存全無機態窒素（NO，＋  

NO2．＋NH．＋）濃度はSt．Aで12．6～62JLM，St．Bで9．9～52FLM，またSt．Cでは14．8～  

43／‘Mの間を変動した。溶存無機態リン酸（PO．3－）濃度はSt．Aで0．19～4．1／′M，St．Bで  

0・13～2・7yM，またSt．Cでは0．14～3．0／‘Mの間を変動した。各測定地点でPO43‾濃度の最小  

値は5月に観測されたが，これは，この月のクロロフィルα濃度が非常に高い（図2）ことから植  

物プランクトンによって摂取されたためと推察される。  

（2）制御実験系を用いた富栄養化の影響評価に関する研究  

1）指標藻類の環境変動に対する応答特性の解析   

赤潮生物の多くは冬期底泥中に休眠胞子（シスト）として存在している。そして赤潮の発生はシ  

ストからの発芽によって開始されると考えられている。したがってシストがどのような条件下，  
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図1東京湾定期調査における調査位置  
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クロロフィルα  
10D O  50  

図2 定期調査でのクロロフィルα濃度の鉛直変化（1990年5月～1991年2月）  

いかにして形成一休眠一発芽を行っているのかを明らかにすることは赤潮の発生機構を解明する  

上で極めて重要であると思われる。先にC如拙傲沼＝肌軸Ⅶのシストを実験室培養系で形成させ  

ることに初めて成功したが，本年度はこれに基づき以下の点を明らかにした。   

①顕微測光により，シストと栄養細胞の核中のDNAを定量・比較した。シストのDNAは栄養  

細胞（Gl期）の約2倍であり，シストは有性生殖の結果形成される。   

②窒素（N）ないしリン（P）枯渇条件下の栄養細胞（～100／‘m）から微小な配偶子（～30〝m）が形  

成され，これが融合することでシストは形成される。配偶子は一度形成されてしまうと，以後は  

N，Pを再添加しても栄養細胞には戻らず，N，P無添加の場合と同様の効率でシストが形成さ  

れる。このことは，現場でのシスト形成には必ずしも水柱全体での栄養塩の枯渇が必要ではない  

ことを示しでいる。   

③シスト形成の至適照度・水温はそれぞれ＜5JLE／m2・S，22～26OCであり，これらの結果は  

1989年に行った現場でのセディメントトラップ実験の結果をよく説明している。  

2）指標動・植物プランクトン及びバクテリアの相互作用に関する研究   

前年度のC／∽′わ紹β地赤潮の減衰期に無色の渦ベン毛藻Q叩励め仰メ血糊が卓越し，C／沼Jわー  

邦gJ血を活発に捕食していることが観察された。そこでG．烏∫抑による赤潮防除の可能性を検討  

するために，本種の培養法を確立した。   

実験系でG．郎鋸椚とC反故頗朝＝細物Mとの混合培養を行った結果，Gノ訟s〟∽は1日にC・  

の相和舶の3～5細胞を捕食しつつ速やかに増殖し，C．β光軸Mの細胞濃度は3，000cells／mJか  

ら6日後には約20cells／mlに減少した。  

1つの生物が，離れて生育している他の生物に影響を与える作用，他感作用（allelopathy）は，  

陸上の植物生態学の分野で広く研究され 多くの化学的相互作用に関与する物質，他感作用物質  

（allelochemicals）の構造が明らかにされている。海洋生態系での他感作用物質はあまり研究例が  

多くなかったが，最近オキナワモズクが産する脂肪酸の一種がこの他感作用を示し，植物プラン  

クトンの増殖を制限することが報告されている。本研究では赤潮藻類C由比傲混＝俳句Mと播磨  

灘で採集した数種のケイ藻（Chaetocerossp．，An4）hd）rOyaSp．他）との混合培養を行い，種間競合  

I11－－   



を解析した結果，これらケイ藻にC．α加ゎ昭の増殖を阻害する他感作用を見いだした（図3）。特  

にA椚♪埴相和で他感作用の強い種をA〝ゆ坤相和／糎伽βと同定し，この作用について詳細に  

検討した。A・勧班偶の培養液を熱処理，ろ過後，C18カートリッジを用いて濃縮した。この  

濃縮動こは明らかに他感作用があり，高速液体クロマトグラフィーで分析した結果多数の高度不  

飽和脂肪酸が検出され，これらが他感作用物質であろうと推察された。さらに濃縮液からC－18逆  

相カラムクロマトグラフィーで5つの分画を得，このうち他感作用が見られた2つの分画につい  

て解析を進めた結果，他感作用物質Iま高度不飽和脂肪酸であるhexadecatrienoicacid（Cl…）と  

eicosapentaenoicacid（C，。＝，）と判明した（表1）。これらは1ppm程度の濃度でC．antiqua’D増  

殖を阻害した。  

0  5  川（daysj  

時間   

図3 C血蘭州励伽d㈲両Ⅷの細胞濃度変化  

◆：対照区，●：Aナ〉ゆカ¢相和如伽αとの混合培餐。  

矢印は混合培贅開始を示す。  

表1他感作用物質同定結果  

構成比（乾重量）■（％）  
両分  物  質  名  

A  B  

画分4  hexadecatrienoicacid （C16：3）  

画分5 reicosapentaenoicacid （C2。＝5）  
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∧
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4
 
4
 
1
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2
 
 tetradecanoicacid   （Cl▲＝0）  

hexadecaenoicacid  （C16＝1）  

hexadecadienoicacid （C18＝2）  

●構成比A：抽出（全）脂質中における構成比   

〃 B：遊離脂肪酸における構成比  
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赤潮の発生・消滅に関連の深い細菌川桁M吻和知血が各種赤潮藻類の生存・増殖・抑制に  

対していかなる効果を有するか，また，赤潮藻類を捕食する微小動物として，沿岸海域で普通に  

見られる原生動物繊毛虫有線類爪削馳沌閑地沼扁，魚類の養殖用餌料として重要な袋形動物輪  

虫類β和Cゐわ乃催♪JわαJgぬが赤潮藻類の生存・増殖にいかなる効果を有するかについて前年に引  

き続き詳細な検討を行った。特に広い温度・塩分濃度範囲での実験を繰り返した結果，細菌及び  

微小動物の活用で，赤潮藻類の数種類については生物的な働きで消滅させ得る可能性のあること  

が明らかとなった。  

3）富栄養化の赤潮発生に及ぼす影響評価  

1986～1989年と同様，本年度も夏季，瀬戸内海家島諸島において環境調査を実施した（7月20  

日～8月13日）。本年度は例年と同様の現場観測に加え，底泥中のC／∽放）邦β地シスト濃度の経日  

変化を，直接計数法（全シスト計数）とMPN法（発芽可能なシスト数）を用いてモニターした。底  

泥中の全シスト及び発芽可能なシストの濃度は極めて低く（＜10cysts／cm2），期間中の有意な濃  

度変化が認められなかった。このことは，調査開始の時点で水温が例年に比べ高く（220C），シス  

トがすでに発芽を行ってしまっていたためであろうと推察された。  

4）内湾密度流装置を用いた富栄養化の影響評価   

内湾密度流装置を用いて，流れの可視化による密度循環流の実験的検討を行った。温度場一定  

（室温）において，陸棚斜度約30度の場合の上げ潮流及び下げ潮流の大小に対する湧昇流・下降流  

のパターン化を試みた。  

（3）現場メゾコズムを用いた内湾生態系の物質循環・動態に関する研究   

海域の宵栄肴化が内湾生態系にどのような影響を及ぼし赤潮発生へつながるかを明らかにする  

ため隔離生態系（メゾコズム，直径5m，高さ18m）を播磨灘家島に開発した。海洋メゾコズムは  

自然の海洋生態系をそ■のまま捕獲し，潮流の影響を受けず系内の物質保存が保証されている。し  

たがって系内での変化はすべて生物・化学過程及び沈降過程により説明することができる系と  

なっている。   

海域を隔離することにより乱流が抑止され，遊泳能力を持たないケイ藻類の沈降が著しく，隔  

離生態系を維持することが困難であった。この点を改良するため鉛直循環流発生装置（表層Om  

で揚水した海水を長さ3m，直径0．2mの円筒内でノズルより上方に向けジェット噴流を行い，  

発生する連行流により湧昇を行う）を開発した。これにより貧栄養海域で一部大型ケイ藻を除いた  

大部分のケイ藻を中心ヒした藻類を浮上・維持することが可能ヒなり，人為的嘗栄養化実験が初  

めて可能となった。   

人為的に海洋生態系を環境制御し，CJ∽Jわ乃gJ由赤潮発生へと導くことに1989年7月20日～8  

月13日の実験で成功した。実験期間中において用いた環境制御は①実験初期に全層にわたって  

人為的富栄養化を行い，PO．Pで約0．6FLM，NO3LNで約10JLMとした（図4）。②続いて実験  

期間中栄養塩安定成層を水深約6mに形成するため，水深6m以深に人為的に栄養塩添加を2度  

行った。③実験後期には底層から表層への栄養塩巻き上げを防止するため鉛直循環装置を停止し  

た。この環境制御によりメゾコズム内での生態系は以下のような遷移を行うことが判明した。初  

期栄養塩添加によりケイ藻と渦ベン毛藻が増殖する（図5）。この結果，表層での窒素・リン・ケ  

イ素は摂取され，これらの安定成層が形成される。このためケイ藻はケイ素制限により減少する0  
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図4 メゾコズム内の窒素，リン濃度鉛直分布の経時変化   

藻類種は渦ベン毛藻へと移行するが，鉛直循環流の停止に伴う渦ベン毛藻の表面集積は動物プラ  

ンクトン〟ね和5gね他による集中的な捕食を受け急激に減少する。C血〟わ乃gJ由は日周鉛直移動を  

行い水深7■5mまで遊泳することが初めて判明した。この日周鉛直移動は夜間底層での栄養塩摂  

取を可能にし，かつ動物プランクトンの捕食からのがれることを可能にするため，生態的優位性  

をCJ∽Jわ邦β肋に与える。   

各種栄養塩成層は瀬戸内海を初めとする内湾において夏季に顕著に見られる。この成層位置は  

毎年変化しており水深5～15mの間に存在することが多い。本研究においてCJ沼地邦β肋赤潮発  

生において水温，照度，栄養塩がその増殖にとって好適範囲にあることに加えて栄養塩成層に存  

在することが必要条件であること，さらにこの条件を人為的に与えることにより赤潮発生へと導  

いたことにより十分条件となっている可能性が示唆された。このような環境制御による海洋生態  

系の変遷機構解明は，一方で富栄養化による生物生産の増大と他方，海洋環境保全との調和を図  

るための望ましい内湾域の環境管理を行うための基礎的知見を与えることを可能ならしめたとい  

える。   

メゾコズム内での物質循環を研究するため，メゾコズム内水深5，10，15mにセディメントト  

ラップを設け沈降粒子を捕葉した。セディメントトラップは毎日引き上げ，沈降粒子をろ過して  

採集した。これらは分析時まで冷凍保存した。沈降粒子の炭素・窒素量をCHNアナライザーで，  

クロロフィル針等色素量を高速液体クロマトグラフィーで分析した（図6）。   

5m層を通過する沈降粒子中のクロロフィルα／炭素比は0．29％であり，表層（0～5m）での懸  

濁粒子の値0．86％と比べて小さかった。これは，懸濁粒子が植物プランクトンの生細胞を多く合  
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むのに反し，沈降粒子は植物プランクトンの遺骸，動物プランクトン自身及びその排せつ物を多  

く含むためと思われる。また，沈降粒子中の（フェオ色素＋クロロフィルα）／炭素比は0．53％であ  

り，このことから動物プランクトンに摂食された植物プランクトン中のクロロフィルαは，一部  

はフェオ色素に分解されるものの，通常の吸光分析法では検出されない形にまで分解される物も  

相当量存在することが示された。実験期間で平均してみたメゾコズム内懸濁粒子中の炭素量はメ  

ゾコズムの断面梼（19・6mユ）当たり，表層で31．9gであり，また5m層での炭素沈降量は14．8g／  

dであった。これは，1日当たり懸濁粒子の約46％が沈降し，また同時に表層では同量の炭素が  

生産されていたことを示す。  

一15一   



（
（
p
・
N
E
）
＼
寧
E
）
嘲
q
上
、
†
ト
ロ
ロ
ヘ
 
 

0
 
 

4
 
 
 
 
3
 
 
 
 
2
 
 
 
 
1
 
 

図6 メゾコズム内沈降粒子中の炭素・クロロフィル針量の日変化  

5，10，15mでの値の平均値。  

一1仁 一   



2．3 先端技術における化学環境の解明に関する研究  

昭和62年度～平成3年度（1987～1991年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  

上席研究官  
化学物質健康リスク評価研究チーム  

都市環境影響評価研究チーム  

化学環境部  

部 長  
計測技術研究室  
計測管理研究室  

動態化学研究室  
化学毒性研究室  

環境健康都  

生体機能研究室  
病態機構研究室  

保健指標研究室  
客員研究員12名，共同研究貞 4名  

三浦 卓  
○相馬悠子・米元純三・白石寛明・稲葉一種・  
梅津豊司  

高橋慎司  

森田昌敏  

藤井敏博・古田直紀  
伊藤裕康・西川雅高  
相馬光之・瀬山春彦  
彼谷邦光・白石不二雄・宇野由利子  

鈴木 明・持立克身  
鈴木和夫・青木康展・平野婿史郎  
国本 学  

〔研究概要〕   

化学物質は，その有益性の反面，人の健康や生態系に悪影響を及ぼす可能性を持つものがある。  

化学物質の使用あるいは使用後の廃棄を通じて直接的に，あるいは廃棄の過程や環境において変  

化して間接的に，環境を汚染し，結果として人に影響を与えるという問題についてはまだ解明さ  

れるに至っていない。化学技術の進歩とともに，化学物質による汚染は将来ますます重要な課題  

となり，生産から廃棄に至るまで化学物質の管理と汚染の未然防止のための研究が必要と考えら  

れる。   

本特別研究では（1）環境中の化学物資の物性評価と分離，分析手法に関する研究，（2）環境  

中の化学物質の毒性スクリーニング法の開発，応用に関する研究，（3）化学物質の環境中におけ  

る変化と移行過掛こ関する研究，（4）化学物質のリスク評価のための方法論に関する研究の研究  

課題について研究を行っている。   

本年度は前年度に引き続き各課題とも，トリプチルスズ等の有機スズ化合物，トリクレン等揮  

発性有機塩素化合物，希土類等量金属，ダイオキシン類に関しての研究がなされた。  

〔研究成果〕  

（1）揮発性有機塩素化合物に関する研究   

前年度の土壌中の揮発性有機塩素化合物の濃度測定の結果，バックグラウンド地域では大気か  

ら土壌への移入が大きな役割を占めることが分かり，本年度はモデル系の実験で土壌への吸着及  
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び反応を調べ，土壌への有機塩素化合物の吸着係数を算出した。その結果，含水率の少ない表面  

土壌では土壌中の有機成分より鉱物等の無機成分への吸着を考える必要があることが示された。  

また土壌中でこれら化合物の反応速度は図1に示すように1，1，1－トリクロロエタンから1，トジ  

クロロエチレンヘの反応がとびぬけて大きく，この結果は使用量が少ないにもかかわらず地下水  

汚染調査で近年1，1－ジクロロエチレンが検出されることとの関連が考えられる。  

トリクロロエチレンの地下水汚染のメカニズムを知る目的で土壌への浸透速度が界面活性剤と  

の共存でどのように変化するかを調べた。界面活性剤の共存で浸透速度は速くなり，これは界面  

活性剤によるミセル可溶化，界面張力の減少，土壌の保持量変化等の複合した効果ヒ説明された。   

揮発性有機塩素化合物の大気からの暴露量調査を筑波地区を中心に始めた。戸外に比べて室内  

の方が濃度は高めであるが，アメリカ（TEAMstudy）の値，日本都市域の値に比べて筑波地区は  

低い値であった。四境化炭素は時間変動が少なく戸外と室内差も少なく，多地域と同じ0．1～0．2  

ppbの値である。  

トリクロロエチレンをラットの腹腔内に投与し，行動毒性を調べた。正向反射の消失，協調的  

運動能力に及ぼす影響，ベントパルビタール誘発麻酔等の結果からトリクレンは500mg／kgip  

以上でマウスの行動に影響を及ぼすのが見られた。これは中枢神経系に影響を及ぼすことによる  

と考えられる。  

CO2？  

「  
CH2＝CC12  

卜20  

CHCl＝CC12   

●■しtT  

CC12＝CC12  

dry  

dark  

（irradi8tion）  

100（100）  
CH3CC13  

0．01（0．08）  

。忘聖二・4）  l 0．03 （0．04）  
l  

0．02  

CH2CtCC13  

－…ニ0  

H20  
irradiation  

2．0  
CH3CC13  

lo・02＼そさ＼  
CHダtCC13  CHCl＝CC12  

図1乾燥鹿沼土表面での有機塩素化合物の反応速度（10▼8／h）  
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（2）有機スズに関する研究   

東京湾を中心にムラサキイガイ中の有機スズのモニタリングを続けているが，ムラサキイガイ  

に蓄積されているスズ化合物の中に未知のものがいくつかあり，その中にはトリプチルスズより  

濃度が高いと思われるものもあるため，それらの構造を決定した。この化合物は図2に示すよう  

に，トリプチルスズのプチル基の一部が酸化された化合物群であり，ラットの肝細胞による代謝  

物と同じ化合物であった。これらの物質のうち，ムラサキイガイで最も高濃度であった3－オキソ  

体は，海水，底質，あるいはアサリなどからほとんど検出されないため，この化合物はトリプチ  

ルスズがイガイ中で代謝され生じたものと結論した。   

図3にもその一例が示してあるが，ムラサキイガイ中のプチ／レスズ化合物の濃度は，夏に低く，  

冬に高いという季節変化をすることが明らかになった。これは海水中への船底塗料等からのトリ  

プチルスズの溶出が水温の高い夏に大きい事実と一致せず，ムラサキイガイ生体内での代謝能力  

が冬場に低下しているためと考えられる。また，同じ地点で採取されたアサリとシオフキの間で，  

イガイではその大きさによっても，トリプチルスズの濃度は異なり，生物種あるいは成長段階に  

よって代謝能力が異なると考えられた。プチルスズ化合物は生物による代謝を受けやすく，生物  

を用いて環境中のプチルスズの汚染を監視するためには，代謝に関する補正をしなければならな  

いことが明らかになった。フユニルスズに関しては季節変化は見いだせず，濃度は1989年夏以降  

減少傾向にある。   

有機スズの生体影響に関する基礎的知見を得るため，古形〃言わ℃系を用いて検討を行った。メチ  

ル水銀は神経系障害を起こすことが知られているが，有機スズの生体影響でも中枢神経への影響  

12 3 4  酸化される位置  
Ill1  

8u2SnlCtl2C112Ⅲ2CI13   

－－－＞ 餌3＿hSn（＝1）十  

（TBT）   

（n＝1：DBT；n二2：胴T）  

十 飢3．．SnhlC】Ⅰ2Cl】2CIl（01りClI3  （n＝1：3一肌TBT；n＝2：3一冊D8T）  

十 Bu3－”Sn＝CH2川2COC”3  （n＝1：3－CO T8T；n＝2：3－CO上嶋T）  

十 飢12SnlClI2CH2Cll2ClI20H  （4－0ⅢTBT）  

イガイ中では3位の酸化反応が重要になる。  

Bul、ISn】▲■Cu2C址ッⅢ（011）C11ぅ  

ー一一一－＝－－ ＞ Bu3一山Sn¶1ClI2CⅦ2COCIiぅ  

（nニ1：3－CO T8T；n＝2：3－CO8BT）  

図2 ムラサキイガイより見いだされた代謝物  
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イガイ中のプチルスズ濃度変化  
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図3 ムラサキイガイ中のプチルスズ，フユニルスズ濃度の季廊変化  
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が指摘されている。そこでラット由来の神経細胞ヒ，ヒトおよぴラット由来の非神経細胞を用い  

てトリフユニルスズ，トリプチルスズの影響を検討した。図4に示すように神経細胞に対する  

LC5。（半数致死濃度）はそれぞれ0．1JLM（42ppb相当），0．47JLMであった。非神経細胞のLC5。  

値も神経細胞に対するものと大きな差は見られず，メチル水銀のような神経細胞に対する特異性  

は示さなかった。   

次に発生過程への影響を調べる方法として“ラット胎仔肢芽培養法”を使用してスズ化合物の  

影響を検討した。この方法はラット胎仔の将来軟骨になる細胞を使って，分化への影響と細胞増  

殖への影響を同時に調べる方法である。TPT（塩化トリフユニルスズ），TBT（塩化トリプチルス  

ズ），DBT（二塩化ジブチルスズ），TMT（塩化トリメチルスズ）の1P5。（細胞増殖を50％阻害する  

濃度），1D5。（軟骨細胞への分化を50％阻害する濃度）は，図5に示すようにTPTの毒性が一番強  
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図4 ラットの神経細胞，非神経細胞へのスズ化合物，メチル水銀の影響  
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いことが分かった。そしてID5。が低いことから胎仔への毒性の可能性が示唆された。   

（3）ダイオキシン関連物賓に関する研究   

前年度PCB（ポリ塩化ビフユニ／レ）の発ガン性の機構を明らかにするために，ラット肝臓細胞を  

使い，PCBによる特異的タンパク合成の有無を検討した結果，3，4．5，3，．4，－，3，4，5，3，，4，，5，－  

PCBに特異的に誘導される分子量25，000のタンパク質があるのが分かった。そこでこのタンパ  

ク質を二次元電気泳動を使って分離を試みたところ，2つのタンパク質に分離され，このうちの  

1つは肝ガンのマーカーである胎盤型glutathione－S－tranSferaseであることが明らかになっ  

た。   

高分解能GC／MS（ガスタロ／質量分析計）を使って，紙製品中のダイオキシンの分析を行った。  

その結果，塩素漂白過程で生成したと考えられる紙製品中のダイオキシンの異性体分布は，焼却  

炉のような高温で生成したダイオキシンの異性体分布と異なることが分かった。フライアッシュ  

と紙の中の四塩化ダイオキシン異性体のマスクロマトグラフの比較を図6に示してある。  

m／z：321，894  
1ア  18  19  28  Z1  22  

Flya8h  

2  
フライアッシュ  

Pヽ  くON  

r  N■一N     の  

く0   サ  q） d  Mの     F  

†－   N l上〉 「、  Ml、  

M   r・・ 「l＋‘q  ▼‾ N    lyl  ○ヽ  

5b   lbo   150 i2加  250  360  350   

Scan  50  100  150  200  250  300  350   

囲6 フライアッシュ及び紙製品中の四塩化ダイオキシンのマスクロマトグラム  
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（4）大気粉じん中の重金属に関する研究   

大気粉じん等の固体試料を直接に，かつ多元素同時に分析する試みとして，レーザーアプレー  

ションICP－MS，SIMS（二次イオン質量分析計）での測定がなされた。大気粉じん試料として，路  

傍の葉上に沈着した粉じんの測定がなされ，重金属に関しては葉上の粉じんが大気粉じん試料と  

して使用できることが分かった。   

各種重金属（Cd，Zn，Cu，It）の経気道投与による生体影響を検討した。生体影響の指標として，  

生化学的な炎症指標と考えられている肺胞洗浄液中の乳酸脱水素酵素（LDH）とβ－グロコリニ  

ターゼの活性，タンパク質量及び硫黄などの元素量の変化を調べた。嗣では炎症指標が投与12時  

間から3日目に最大値に達し，ラット1匹当たり5〟gの嗣投与で炎症が観察された。また生物学  

的指標から推定したイットリウムの生体影響は，カドミウムの1／3，亜鉛の3倍の用量で観察され  

るものと同じレベルであることが明らかになった。  
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2．4 環境容量から見た水域の機能評価と新管理手法に関する研究  

昭和62年度～平成3年度（1987～1991年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  
統括研究官  
湖沼保全研究チーム  

∴ 環境統計手法研究官  

水改善手法研究チーム  
有害廃棄物対策研究チーム  
化学物質生態影響評価研究チーム  
化学物質健康リスク評価研究チーム  

地球環境研究グループ  

酸性雨研究チーム  
水土壌圏環境部  

水環境工学研究室  
水環境眉研究室  

土壌環境研究室  
生物圏環境部  

環境微生物研究室  
社会環境システム部  

資源管理研究室  
客員研究員16名，共同研究員 2名  

内藤正明  
○柏崎守弘・春日清一・福島武彦  

松本幸雄  

今井章雄  
平田健正  
花里孝幸  
相馬悠子  

河合崇欣  

海老瀬清一・井上隆信  

矢木修身  

細見正明  

高村典子  

原沢英夫・天野耕二  

〔研究概要〕   

日本には1ha以上の面積を持つ自然湖沼が483湖沼，人造ダム湖が2，730湖沼あり，118湖沼  

に環境基準が設定してある。生活環境項目にかかわる環境基準の達成率は1989年度で46・3％と  

低く，湖沼水質環境はあまり改善が見られていない。本特別研究は，このような湖沼環境の改善  

及び保全を目的にしたものである。   

本特別研究では，上記目的を達成するため全体を以下の4課題に分けて研究を行っている0  

（1）環境容量の概念を導入した水域環境管理の研究   

湖沼や湖沼流域は，それぞれの湖沼に固有な一定の環境容量を持っている。そのため，それぞ  

れ湖沼に環境基準が設定されると，それぞれの湖沼に対する許容負荷量が算定される。湖沼流域  

においては許容負荷量に合わせるため，発生負荷の削減対策を行う必要がある。本研究では，環  

境容量の概念の整理を行うとともに，環境基準の設定してある各湖沼の許容負荷量を算定し，発  

生負荷量との比較検討を行うことによって，湖沼環境基準の達成率が低い原因を究明する。   

（2）湖沼の物質循環速度と生態系管理に関する研究   

従来から行われている炭素，窒素及びリンの流域及び湖内での物質循環経路及び速度を引き続  
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き研究するとともに，アオコ等有害藻類の増殖を制限している微量有機及び無機物質の検索を行  

い，水中での挙動を解明する。またこれらの物質と有害藻類の異常増殖との関係を明らかにする。   

湖沼において，大型動物プランクトンは藻類を捕食し比重の重い粒子状物質として排せつする  

ところから，リンの沈降速度を速め，湖水の水質改善に重要な働きをしている。このような湖内  

における水質改善メカニズムを利用するため、湖沼において大型動物プランクトンの現存量を高  

い状態で長期間維持する方法を検討する。そのために湖内における食物連鎖網の解明を行う。  

（3）汚濁負荷流出管理に関する研究   

流域における地形，土地利用，人口，工業出荷額，農業収穫量仁家畜数，負荷発生量などをメッ  

シュデータとしてデータベース化し，それを用いた流域指模の開発，流域環境変化と湖沼水質変  

化の関係の解析等を行う。また，データベースを利用した負荷流出モデルを構築し，湖沼水質予  

測モデルを作る。   

流域における水質保全対策を評価するために，汚濁負荷流出特性を現地調査から明らかにし，  

過去における現地調査結果との比較を行う。  

（4）複合利用湖沼の環境保全システムに関する研究 ・   

平地型湖沼の代表として現時点で多面的な水利用が図られている霞ヶ浦を対象に，水利用の歴  

史的変化，総合開発事業の評価等を行い総合的な環境保全システムのあり方について検討する。  

〔研究成果〕  

（1）湖沼環境基準の達成状況の解析   

公共水域における水質環境基準については，健康項目についてはほぼ完全に基準が達成される  

ようになってきた一方で，生活環境項目の達成状況に目立った改善が見られないことが問題と  

なっている。河川の環境基準はBOD，湖沼・海域の環境基準はCOpで評価されているが，ここ  

10数年で河川における達成率がやや向上の兆しを見せていることに対して，湖沼における達成率  

は5割以下のままで横ばい状態である。1988年産までに全国の113河沼，197地点が環境基準点  

として指定されているが，類型（AA，A，B，C）別の達成率のほかには具体的な達成状況の評価は  

ほとんどなされていなかった。本研究では，過去10年程度（1978～1988年）の湖沼別のCOD環  

境基準の達成状況の変化を明らかにし，基準値との開き，経年変化の傾向，基準値を達成できそ  

うにない湖沼や完全達成まで後一息の湖沼の特性把握等について詳細に検討した。   

表1に環境基準点における環境基準達成状況の総括を示す。AAl類型では，基準を達成して  

いる地点が全体の33％，基準値の2倍以内の地点が25％，基準値の2倍を超えるCOD濃度の地  

点が42％あり，その全部が水質変化の余り見られない横ばいの状況てある。A類型では，基準値  

以下が43％，基準値の2倍以内が38％；基準値の2倍を超える地点が19％あり，横ばいの湖沼が  

ほとんどあるが，改善傾向の見られる地点及び悪化傾向の見られる地点がそれぞれ，13％及び  

10％あった。B類型では基準値以下が23％，2倍以内が52％，2倍以上が26％あり，大半が横ば  

い状態で推移しているが24％の湖沼では改善傾向が見られている。   

基準値の2倍を超える湖沼は当分の間環境基準の達成は困難であると考えられるが，AA類型  

の約4割がこのような状況であることは大きな問題である。AA類型は，自然環境保全，水道1  

級及び水産1級の利用目的で指定されたものであるが，CODの年間最小値が基準値をはるかに  

超過している地点が多く，琵琶湖，木崎湖，釜房ダムなどでは，流域からの生活系の負荷が高く  
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表1環境基準地点（113湖沼197地点）における基準達成状況の総括  

基準値以下1～2倍 2倍以上  改善傾向 横ばい  悪化傾向  

類型 湖沼敷地点数           肥tCOD＜1・0（％）（％）   （％）  TR＜0．1（％）Opl＜TR＜0・1（％）TR＞0．1（％）   

AA   29   48  16（33） 12（25） 20（42）   0（0） 41（100）  0（0）   

A  68  116  50（43） 44（38） 22（19）  14（13） 80（77） 10（10）   
B  15   31  7（23） 16（52）   8（26）   7（24） 20（69）  2（7）   

C  1  2  0（0）   2（100）   0（0）   2（100）   0（0）  0（0）   

113  197  73（37） 74（38） 50（25）  23（13）141（80） 12（7）   

なっている。また，漆沢ダム，萩形ダム，森吉ダムなどでは特に大きな個別発生源はないにもか  

かわらず，基準値を大きく超えている。AA類型の場合自然負荷の寄与率が対策立案に当たっ  

て重要になることから，人為活動を含まない自然環境特性の把握が今後の重要な課題である。基  

準値の2倍を超えるA類型の湖沼では負荷に占める生酒系・家畜系からの排水の割合が高い湖沼  

が多く，B類型の湖沼では，生酒系の負荷の割合が高いことが特徴であった。   

（2）アオコの計測方法に関する研究   

官栄養化した湖沼に発生するアオコは，湖水の表面に浮き，集積しやすい性質を持ったラン藻  

類の総称であり，湖の汚濁化の象徴として社会的にも強い関心がもたれている。アオコは視覚的  

には容易に判別できるが，定量的計測は，従来は顕微鏡により識別した個体数を数えることで行っ  

ており，高度な専門的知識と多大な時間を必要としていた。本研究では，より簡易な方法で，多  

くの試料を短時間で識別するための方法の開発を行った。2つの方法を開発したが，いずれも高  

速液体クロマトグラフィーを用い，藻類に含まれている光合成色素を分析する方法である。1つ  

はカロチノイドの分析から，もう1つはフィコシアニンの分析からアオコの現存量を推定した0  

1）カロチノイド組成から計測する方法   

高等植物や緑藻の光合成色素の主成分は似ているが，他の光合成生物の群はそれぞれ特徴的な  

ヵロチノイド組成を持っており，単一種でのカロチノイド組成が決められれば藻類の識別が可能  

となる。それぞれの属に特有なカロチノイド組成を明らかにするため，微生物系統保存施設の保  

存株の内，霞ヶ滴に多く出現する緑藻4種，ラン藻4種，ケイ藻2種，黄色ベン毛藻及び褐色ベ  

ン毛藻1種ずつのカロチノイド組成を調べた。その結果，それぞれの属に特異的で，かつ培養条  

件でクロロフィル色素に対する比が余り変化しないカロチノイドとして以下のカロチノイドを選  

定し，それぞれのカロチノイドの濃度比を組み合わせることによって藻類種の現存量を推定でき  

ることが分かった。アナベナ（ラン藻），Canthaxanthin：緑藻，タロロフイ）t／bとIutein：クリ  

プトモナス（褐色ベン毛藻），CrOCOXanthin：ミクロキスティス（ラン藻，アオコの主成分），  

echinen。neからアナベナ分を差し引く；黄色ベン毛藻，antheraxanthinから緑藻分を差し引く；  

ケイ藻，fucoxanthinから黄色ベン毛藻を差し引く，ことによって定量できることが明らかに  

なった（図1）。   

霞ケ浦の高浜入り中央部（St．3），湖心（St．9）及び高浜入り出口（St．4）における1989年度のア  

オコの主成分であるミクロキスティスとアナベナの現存量の変化を図2に示す。アナベナは6月  
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名 称   
フコキサンテン  
（Fucoxanthin）  

構造式  

励し人へ¶罪■““】  

対象藻類   

ケイ藻，黄色ベン毛頭  

一  

伸か〉、」、／〉γ、／、「 
′甘鵬  

．．改〉し～し〉1～T期“  

、・・  －、■  

村人」”rr欄  

アンサラキサンチン  
（Ant】leraXanthin）   

ディアトキサンチン  
（Diatoxanthin）   

ルティン  
（Lutein）  

ツェアキサンテン  
（Zeaxanthin）  

キャンサキサンナン  
（Canthaxanthin）  

エチネノン  
（Echinenone）   

クロロフィル∂   
クロロフィル丘   

緑藻，黄色ベン毛藻  

ケイ藻，ミクロキスティス  

緑藻  

ミクロキスティス，緑藻，  
黄色ベン毛藻  

アナベナ，ミクロキスティス  

緑藻  
全部  

図1植物プランクトンの定量に使用したカロチノイドとクロロフィル  

初旬から増えはじめ，7月にピークになり，8月初旬にはほとんど見られなくなった。ミクロキ  

スティスはアナベナと入れ替わるように7月中旬から急速に増加し，9月末まで優占した。8月  

初めと，9月初めにピークが観測され2山型になった。10～12月にかけてはケイ藻類が優占した。  

図から明らかなように，カロチノイド組成を定量することによって，霞ヶ浦に出現する藻類種の  

変化が明瞭に追跡できた。  

2）フィコシアニン濃度から定量する方法   

フィコシアニンはフィコピリンタンパク色素の1つであり，紅藻類，ラン藻類及びある種のク  

リプト藻にのみ存在し，細胞中の可溶性タンパクの60％以上を占めるといわれている。フィコシ  

アニンをゲルろ過高速液体クロマトグラフィーを用いて分離し，高感度な蛍光検出によって定量  

する方法を開発した。なお，淡水湖においては紅藻の存在及び夏期におけるクリプト藻のブルー  

ムは報告されていないところから，フィコシアニンの量はラン藻類の現存量を表す指標として取  

り扱うことができる。   

フィコピリンタンパク色素の抽出には10mMリン酸緩衝液（pH7．0）を用い，冷暗所において  

一晩静置抽出した。用いたカラムはTSKSW3000，移動相は10mMリン酸緩衝液，流速は1ml／  

min，励起波長は605nm，蛍光検出波長は638nmを用いた。   

図3にミクロキスティスの培養時におけるフィコシアニンとクロロフィル〃濃度の関係を示  

す。フィコシアニンが約2mg／J，クロロフィル濃度が300〟g／J程度までよい相関関係が見られ  

た。液体クロマトグラフィーで分離すると，分子量の異なる少なくとも2つのフィコシアニン色  
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図2 霞ヶ浦高浜入湾央（St．3），湖心（St．9）及びその中間（St，4）にお  

けるカロチノイドとクロロフィル濃度から求めたミクロキスティ  
スとアナベナ現存量の季節変化（1989年度）  

1．0  2．0  3．0  4．0   

フィコシアニン（mg／ハ  

図3 培養したミクロキスティス中のフィコシアニン濃度とクロロ  

フィルα濃度との関係  
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素の存在が確認されたが，相関関係が見られなくなったフィコシアニン濃度の高い状態のときに  

は2番目に現れるビータのみが増加した。フィコシアニンが2mg／J以上の濃度で存在している  

ときは完全にラン藻のみが優占している状態と考えられた。   

図4に屋外実験地における40JJm以上の分画のクロロフィルd濃度の変化と，フィコシアニン  

濃度の変化を比較して示す。実験開始時には霞ヶ浦より集積アオコを採取し各池へ添加したこと  

から各地ともフィコシアニン濃度が高くなったが，その後P4とP6を除いては顛著な増加は見  

られず，特にP3では速やかに消滅してしまった。P3は米ぬかの抽出液を添加しなかった池で  

あり，アオコの増殖に，ある種の有機物の存在が重要であることを示している。4叫m以上の分画  
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図4 屋外実験地における4叫以上の分画中のクロロフィルα濃度の経  

日変化（1）とフィコシアニン濃度の経日変化（2）の比較（1990年  

7～10月）  

4叫以上の藻類でもフィコシアニンを持たないアオコ以外の藻類が多いこと  

が分かる。  
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のクロロフィル〃は各地とも増殖が見られており，P4とP6ではアオコが主成分であることが  

分かるが，ほかの池は別の種類の藻類の増殖が起きたことを示している。このように，フィコシ  

アニンの濃度を測定することにより，アオコの挙動を容易に測定できることが明らかとなった。  

（3）水中分光機による藻類現存且の測定   

水中における光の減衰は，水自身による吸収，溶存物質による吸収及び懸濁物による吸収や散  

乱によって生じる。したがって，溶存物質を含めた水による光の吸収を補正することができれば，  

水中の光の減衰重から，懸濁物質量を推定することが可能である。湖字引こおける水中懸濁物の多  

くは植物プランクトンであり，これらは光合成のために各種の色素を持ち，特定の波長の光を吸  

収する。したがって，水中における光の減衰を波長別に測定できれば，植物プランクトンの現存  

量の推定が可能であり，また，緑藻，ラン藻，ケイ藻等で特有の吸収波長が存在すれば，これら  

の藻類の現存量を分別して測定可能となる。本研究では，屋外において藻類現存量を直接的に計  

測することを目的に，持ち運び可能な水中分光機を開発し，その可能性を検討した。   

実験は霞ヶ浦臨湖実験施設の屋外実験池を用い，井水を対照として測定した。図5に藻類現存  

量変化に伴う吸光曲線の変化を示す。藻類の増殖に伴い430及び678nm付近に強い吸収が見ら  

れた。550nm付近は比較的吸収が少ないようであった。430nm付近はポルフィリン環の，678  

nm付近はクロロフィルαによる吸収と考えられた。そこで，678nmの吸収に着日して水中のク  

ロロフィル〃現存量との関係を調べた。その結果相関係数r＝0．93のよい関係が得られた。今後  

実際の湖沼における解析を横み重ねることによって，現場での藻類現存量の測定が容易に行える  

ようになると考えられた。   
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図5 屋外実験地における藻類現存量の変化に伴う水中分光機で  

測定した吸光度の変化  
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（4）流域モデルに関する研究   

流域モデルとは，流域からどのように水，物質が発生し，対象水域にどのように流達し，そこ  

でどのような挙動をするかを数学モデルで表現したものである。また，流域の改変や対策により  

その流出現象がどのように変わるかが評価できるものである。本研究では，米国環境保護庁より  

プログラムの提供を受け，HSPF（HydologicalSimi1ationProgramFortran）モデルの霞ヶ浦流  

域への適用を試みた。HSPFモデルでは，対象流域の諸特性から推定される約20前後の各種パ  

ラメータ，気温・降水量等の気象量の時系列データなどを入力しなければならない。今回は，霞ヶ  

浦全域に適用する準備段階として，小流域（小桜川の約9km2流域）における解析を行った。結  

果の一例を図6に示す。水の流出では，対象領域が急勾配の小流域であることから，表面流出の  

寄与が大きい結果が得られた。すなわちこのモデルでは，1986年の年間降水量1，400mmに対し，  

表面流出152mm，中間流出5mm，地下水流出606mm，遮断による蒸発散170mm，表層土壌  
からの蒸発散169mm，下層土壌からの蒸発散170mm，地下水層からの蒸発散23mmとなった。  

また，SS濃度に関しては，降雨による可搬態の土砂生産速度と表面流出流による移送能力によっ  

て決まる方式になっているため，暗天時にはSS濃度がゼロになるなど現状と異なるが，降雨時に  

171I之IalユI7Illlユほ1TIIZlalコ ～ 丁？tllコ151T  

L8  L9  zo  

1Tl†Z1811S T，】lt3t51T1921Z】l】lTIlll：l151T  

L8  19  20   

図6 fiSPFモデルで解析した恋瀬川の支流の小桜川の流量（1）と  

SS濃度（2）の計算値と実測値の比較（1986年12月18～20日）  
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はいくつかのパラメータを調節することによってピーク濃度を合わせることが可能であった。こ  

のモデルの日本の風土と合わない点として，水田の表現方法，降水中に含まれる栄養塩の入力方  

法などいくつかがあり，今後これらの点を改善して，各種対策案の評価に結び付けたい。  

（5）近年の霞ヶ浦の生態系構造変化と水質   

霞ヶ浦のここ数年の透明度は冬季に著しく高くなる傾向にあり，1989年1月には湖心で5．3m  

を記録した。このような記録は過去には見られない。この原因は動物プランクトン，特にミジン  

コの著しい繁殖によりその捕食を受けた植物プランクトンの減少によっている。ミジンコの繁殖  

は，その捕食者である魚類やイサザアミの減少によるもので，特にイサザアミが減少している。  

これは夏季から秋季にかけて霞ヶ浦の塩分濃度が低下することにより，汽水性のイサザアミ密度  

が低下したことによっている。しかし，しばしば湖の塩分濃度が増加することがあり，このよう  

な年には，イサザアミは冬季に現存量を増加させ，動物プランクトンの密度は低く透明度の上昇  

する現象は見られない。食物連鎖を考慮に入れた生態系構造の概念図を図7に示した。  
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図7 霞ヶ浦で見られる生物相の食物連鎖の概念図  

それぞれの生物の大きさは生物立の大小を示している。  
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2．5 粒子状物質を主体とした大気汚染物質の生体影響評価  

に関する実験的研究  

昭和63年度～平成4年度（1988～1992年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  
統括研究官  
上席研究官  
大気影響評価研究チーム  
実験動物開発研究官  
都市環境影響評価研究チーム  

環境健康部  
生体機能研究室  

病態機構研究室  

保健指標研究室  
環境疫学研究室  

・化学環境部  
化学毒性研究室  

内藤正明  
三涌 卓  

○嵯峨井勝・小林隆弘・安藤 満・市瀬孝道  

高橋 弘  
高橋憤司  

高橋勇二・山根一祐  
藤巻秀和・河越昭子  
松本 理・山元昭二  
田村憲治  

白石不二雄  

〔研究概要〕   

近年の大気汚染の特徴は，従来の硫黄酸化物（SO∫）や降下ばいじんを主体とした汚染と異な  

り，主に幹線道路沿道を中心にした窒素酸化物（NOr）及び粒子状物質を主体とする複合汚染であ  

り，特に都市部においては粒子状物質と二酸化窒素（NO2）の環境基準値達成率が低く，ヒトの健  

康に及ぼす影響も危ぐされている。   

これについては，例えば，中央公害対策審議会・環境保健部会の「大気汚染と健康被害との関  

係評価に関する専門委貞会報告（昭和61年4月）」においても，「我が国の大気汚染は，鉄道から  

ディーゼル自動車への転換という交通輸送機関の変化などにより，NO2と大気中粒子状物質が特  

に注目される物質であり，現在の汚染のレベルでも総体として，気管支ぜん息等の慢性閉塞性肺  

疾患の発症から増悪に至る過程に影響を与える可能性を否定できない」とし，今後，「これらの点  

について疫学的調査とともに実験的研究が必要である」と指摘している。また，環境大気に由来  

する発がんについては，「現時点ではまだ確定的な報告がなされていないと考えられるが，今後予  

防的観点に立っての様々な留意が必要であろう」と述べ，実験的研究も必要であることを示唆し  

ている。   

このような状況において，呼吸器疾患の有症率等の疫学的指標と大気汚染物質，特に粒子状物  

質やNO2等との因果関係を明らかにし，大気汚染物質の健康への影響を総合的に評価し得る研  

究が必要となっている。このため，本特別研究においては大気汚染物質と健康障害との因果関係  

を実験的に明らかにすると同時に，両者間の童一反応関係ならびに複合影響等を解析し，健康に  

及ぽす影響の総合的評価を行い，ヒトの健康維持にかかわる科学的知見の蓄掛こ努め，併せて行  

政課題等に役立てることを目的としている。この目的のために以下の5つの課題についての研究  

を行う。  

－35一   



（1）粒子状物質と二酸化翠素などの複合暴露装置の作製及び暴露条件の検討   

1）動物暴露チャンバーへのディーゼルエンジン排気導入系及び濃度制御系の作製   

ディーゼルエンジン排気（以下，ディーゼル排気と略す）の動物暴露チャンバーへの導入に当た  

り，排気導入系（パイプライン等）の形状によって排気粒子の粒径や粒子濃度が著しく異なる。こ  

のため，現実の大気環境中の粒子特性を持った粒子を得るに必要な予備的検討を行い，排気導入  

系及び濃度制御系の建設に必要な基礎データを得る。  

2）ディーゼルエンジンの運転条件の検討   

ディーゼル排気の導入・濃度制御系の建設完了後，粒子状物質中の有機成分あるいは金属成分  

の比率や粒子成分とガス成分の比率等現実大気環境に最も近い排気条件を得るためのエンジンの  

運転特性（走行回転数，負荷量）の検討を行う。  

（2）粒子状物質と二酸化窒素などの呼吸器疾患との関連に関する研究   

1）気道過敏性及びアレルギー反応に関する研究   

硫酸エアロゾルやディーゼル排気がぜん息の典型的症状の一つである気道過敏性を誘起するか  

どうかを生理，生化学的に検討する。また，抗原抗体反応によるアナフィラキシー反応の気道過  

敏性に及ぼす影響に関しても同様に検討する。さらに，粘液分泌過多，気道狭搾あるいは気道抵  

抗性変化等を生化学的及び形態学的に検討し，気道過敏性を冗進させる機構を解析するとともに，  

影響評価手法の開発に努める。   

また，各組識中の肥満細胞や血液中の好塩基球からの脱顆粒反応や免疫反応はアレルギー反応  

の誘導過程に重要な反応であるので，モルモット，ラット及びマウス等に硫酸エアロゾルやディー  

ゼ／レ排気を暴露し，その後の1gE抗体産生能と肥満細胞への影響を検索し，アレルギー反応に及  

ぽす粒子状物質の影響を明らかにする。さらに，鼻アレルギー反応に及ぼす影響についても生理  

学的に検討する。  

2）呼吸器系腰瘍発生に関する研究   

都市部と農村の肺がんによる死亡率の相違，及びディーゼル排気暴霹による発がん実験等から，  

大気汚染と呼吸器腫瘍との関連が示唆されている。一方近年，肺がん死亡率が増加しており，そ  

のうち腺がんによる死亡率が増加していることなどから，大気汚染だけでなく，食生活に伴う生  

体の内的因子のかかわりも重視されている。   

このようなことから，ディーゼル排気の発がんリスク評価を行うと同時に，日本人の食生活の  

変化の指標としての高脂肪食摂取を例として，呼吸器腫瘍の発生に及ぼす高脂肪食のリスクをも  

解析し，両者の影響を比較する。さらに，抗酸化性食品の摂取が，ディーゼル排気あるいはディー  

ゼル排気と高脂肪食摂取とによる呼吸器腫瘍のリスクを軽減しうるかどうかを調べ，割旨肪食の  

呼吸器系腫瘍発生に関するリスク評価を行う。  

（3）粒子状物質と二酸化窒素などの生体影響評価手法に関する研究  

1）未婚リンパ球のDNA傷害を指標とした影響評価手法の開発   

ディーゼル排気粒子中には，加工ぬれで細胞内DNAに傷害を起こす化合物が多数含まれてい  

る。しかしながら，それらがどの程度の暴露量で生体内DNAに傷害を起こすかは不明である。  
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ディーゼル排気粒子中に含まれる化合物単体あるいは排気粒子そのものをウサギに短期あるいは  

長期間投与し，末梢リンパ球の姉妹染色分体交換（SCE）頻度を経時的に分析することにより，  

ディーゼル排気暴霹による玩＝転化での細胞遺伝学的影響を評価する手法の開発を試みる。  

2）指標酵素（AHH）誘導による影響評価手法の開発   

現在，ディーゼル排気粒子の影響を鋭敏かつ特異的に検出する指標は開発されていない。AHH  

酵素（arylhydrocarbon hydroxylase）は，ディーゼル排気粒子に含まれている多環芳香族炭化水  

素等の毒性物質によって誘導される。   

本研究では，AHH酵素がディーゼル排気粒子の影響指標酵素として利用可能かどうかを，肺細  

胞あるいは白血球の培養系（玩乙融和）と実験動物そのもの（玩＝正和）の暴露条件下で検討する。こ  

のために，AHH酵素の活性測定とタンパク質，遺伝子の発現量を免疫組織化学的及びわ7ざ才知ハ  

イプリグイゼーション法を用いて検討する。さらに，生体影響指標酵素として利用可能ならば，  

これを用いて毒性の影響評価システムを確立する。  

3）フリーラジカル産生能による影響評価手法の開発   

フリーラジカルは生体に極めて有害に作用し，がん化を始めとする様々な疾病を引き起こすこ  

とが知られている。一方，我々はディーゼル排気粒子それ自身が様々なフリーラジカルを生成す  

ることを見いだしている。   

本研究では，ディrゼル排気粒子が産生するフリーラジカルが肺胞マクロファージやその他の  

培養細胞に対してどのようなメカニズムで細胞毒性やtransformation（細胞レベルでのがん化）  

能を示すのかを明らかにする。さらにこの細胞毒性の防止やtransformation阻害作用を有する  

物質を検索し，生体傷害作用を低減させる方法を考える。この研究を通じて，玩＝励叩でディー  

ゼル排気の生体傷害作用に及ぼすフリーラジカルの役割を明らかにする。これと同時にわプ〃∫Jγ∂  

での生体影響の評価法として有効なシステムの陶発に努める。  

4）肺傷害にかかわる感受性の動物種差の解析   

大気汚染物質に対する感受性は動物の種によって著しく異なる。一方，ヒトの大気汚染物質に  

対する感受性も個人間で著しく異なることが知られている。しかし，その生理的な原因はほとん  

ど不明のままである。   

本研究では，大気汚染物質に対するヒトの感受性の違いにかかわる生理的因子を解析すること  

を目的として，ウズラ，マウス，ハムスター，ラット，モルモットなどの大気汚染物質に対する  

感受性の相違を生理学的，病理学的及び生化学的に分析し，ヒトの感受性の違いの原因を明らか  

にする。  

（4）粒子状物質の個人暴露量の推定とリスク評価に関する研究   

1）都市大気SPM中有害成分（PAH等）に占めるディーゼル排気の寄与率の推定   

ディーゼル排気成分の中で，ヒトの健康被害へのリスクが高いと考えられる粒子状物質（SPM）  

とその中の発がん性を有する多環芳香族化合物（PAH）等の濃度を，大都市幹線道路周辺で継続的  

に調査するとともに，交通量，気象条件などによる濃度変動を把握する。   

上記の粒子成分に対するディーゼル車の寄与に関しては，炭素成分や有機化合物や金属成分な  

どの分析から，CMB法などによりその寄与率を推定する。  
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2）幹線道路周辺住民へのディーゼル排気粒子個人暴露量の推定   

幹線道路周辺住民のSPM吸入個人暴露量を推定するため，小型サンプラ一により家屋内外の  

環境濃度を測定するとともに，個人サンプラ一による個人暴露濃度の測定を行う。特に，個人暴  

露量調査においては，継続的な測定により生活パターンごとの推定法，タバコ煙などとのリスク  

の比較を行う。  

（5）大気汚染による生体影響の総合的評価に関する研究   

課題（1）で作製した暴露装置で課題（2）～（3）の吸入実験を行い，得られた結果と，課題（4）  

で得られた地域住民の現実の暴露量及び文献的研究結果とを合わせて，粒子状物質の生体影響を  

総合的に評価する。  

〔研究成果〕  

（1）粒子状物質と二酸化窒素などの複合暴露装置の作製と暴露条件の検討   

本年度は，粒子状物質の中で組成比率が高く，肺がんやぜん息・気道過敏性などの生体影響が  

改めて問題となっているディーゼル排気発生装置を完成させた。さらに，粒子成分とガス成分の  

比率等現実大気環境に最も近い排気条件を得るためのエンジン特性の解析を行った。今後は，  

ディーゼル排気導入のためのパイプラインの建設（ダクト工事）のみが残されている。  

（2）粒子状物質と二酸化窒素などの呼吸器疾患との関連に関する研究   

1）気道過敏性及びアレルギー反応に関する研究   

気道過敏性とは，刺激物質，冷気などの種々の刺激に対して気道が過敏に反応し，気管支が収  

縮し，呼吸困敷こなることであり，この気道過敏性はぜん息の典型的症状の一つである。このよ  

うなことから，ぜん息に及ぽす大気汚染物質の作用を検討するうえで，大気汚染物質暴露により  

気道が過敏になるかどうかを検討することは重要なステップである。   

従来，硫酸エアロゾル暴露と気道過敏性との関係を検討した例は非常に少ない。しかも，高濃  

度短時間暴露に限られているため，ぜん息発症に及ぼす硫酸エアロゾルの影響を評価するのは困  

難といわざるを得ないのが現状である。   

そのため，前年度は，モルモットに1mg／m3と3．2mg／m3の硫酸エアロゾルを30日間暴露し  

たところ，ヒスタミンに対する気道反応性は3日日に低下し，14日目には有意に上昇し，30日暴  

露では，暴露前と差がなくなることを見いだした。1mg／m3では有意な変化は観察されなかった。  

この結果は，これまでの報告よりもかなり低い濃度でも，長い期間（14日間）の暴露により気道が  

過敏になること，さらに長い期間（30日）の暴露により，過敏になった気道が元に戻ることを示し  

た。   

本年度は，0．32，1．0及び3．2mg／m3の硫酸エアロゾルをモルモットに4週間暴露し，その  

後に抗原として卵白アルブミンを吸入させた場合の即時型アレルギー反応に及ぼす影響を調べ  

た。この結果は，図1に示すように，0．3及び1．Omg／m3の硫酸エアロゾル暴露により，濃度依  

存的に即時型アレルギー反応は強められたことを示す。しかし，3．2mg／m3ではむしろ生体機能  

傷害のせいか，アレルギー反応は低下した。   

このアレルギー反応は，アレルゲンとしての抗原を吸収し，その抗原刺激により1gE抗体産生  

系が活性化することにより起こる。前年度は，マウスを3．2mg／m3の硫酸エアロゾ）L／と4ppm  
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抗原（旺．卵白アルブミン）吸入させた回数  

図1抗原（OA）吸入による即時型アレルギー反応（IAR）に及ぼす  

硫酸エアロゾルの影響  

NO2に4週間暴露したが，IgE抗体産生に違いは見られなかった。本年度は，モルモットに硫酸  

エアロゾルを2週間暴露し，抗原（卵白アルプミン）のエアロゾル感作により特異的IgE，1gM抗体  

産生を誘導したが，有意な変化は認められなかった。   

また，アレルギー反応の発現には，IgE抗体とともに肥満細胞往2）が重要な役割を果たしている。  

異なる濃度の硫酸エアロゾルを暴露したモルモットの肺から肥満細胞を分離し，抗原刺激，カ／レ  

シウムイオノフォア刺激により誘導されるヒスタミン遊離の変動を調べ，以下の結果を得た。   

0．3mg／m8の硫酸エアロゾルの2週間暴露では，両刺激により肥満細胞からのヒスタミン遊離  

の増加傾向が認められたが，有意差は認められなかった。1．Omg／maの4週間暴露では，抗原刺  

激に対しては2週間目に（図2），イオノフォア刺激に対しては1，2週間目にそれぞれ有意な増  

加が認められたが，4週間暴露では対照群と差がなかった。3■2mg／血3の4週間暴露において  

は，抗原刺激に対して2週間目に有意なヒスタミンの遊離増加が見られたが，4週間暴露では変  

化は認められなかった。イオノフォア刺激に対しては，1，2週間目では変化がなく，4週間暴露  

ではむしろ抑制が見られた。   

4ppmNO2と1．Omg／m3の硫酸エアロゾ）t／の2週間複合暴露実験を行い，肥満細胞への影響  

を調べたところ，4ppmNO2単独暴露では抗原刺激に対してヒスタミン遊離は見られなかった  

が，イオノフォア刺激に対しては2週間暴露で有意なヒスタミン遊離の増加が見られた。複合暴  

露では，抗原刺激，イオノフォア刺激ともに有意な変動は見られなかった。   

ディーゼル排気粒子（DEP）のアレ）t／ギ一反応に及ぼす影響をマウスを用いて調べた。DEPの  

マウス気管内投与により，血清中の過酸化脂質の上昇に伴って2倍以上のヒスタミンが遊離され  

ることを認めた。このことから，図3に示すように，免疫的刺激を伴わない，いわゆるIgE抗体  

産生を介さないメカニズムによる気管支収縮が起こる可能性があることが明らかになった。この  

ことは，アレルギー素因がない（IgE抗体価が高くない）のに大気汚染によってぜん息を起こす場  

合の病態機構を説明し得る可能性を示唆する重要な知見である（平成3年度国立環境研究所研究  

発表会予稿集参照，平成3年6月5日実施）。  
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C GI G2 G3  

2週間  

図2 モルモット肺のマスト細胞からの抗原刺激により誘導されたヒス  

タミン遊離  
C：対照群，Gl：1．OmgH2SOJm3，G2：3．2mgHzSOJmま，G3：4ppmNO2  

図3 免疫的刺激による気管支収縮のメカニズムと免疫的刺激によらな  

い気管収縮のメカニズム  

（2）呼吸器系腫瘍発生に関する研究   

発がん物質投与と大気汚染物質暴露との併用実験による肺腰瘍発生率と発がん物質単独投与に  

よる肺腫瘍発生率とを比較することは，大気汚染物質の作用を強調して見ることができるので，  

極めて重要である。   

前年度は，あらかじめ発がん物質を投与したラットにNO2を17か月間単独暴露すると，4ppm  

群で肺に腫瘍が生じ，0．4ppm群では全くできなかったことを報告した。本年度は，昭和63年  

7月に，0．5g／kgのI）HPN（Nrbis（2－hydroxypropyl）nitrosamine）を投与し，その翌日から0．05  

ppmOま，0．05ppmO3＋0・4ppmNO2及び0・4ppmNO2＋1mg／m3硫酸エアロゾルを13か月間  

暴露し，その後11か月間清浄飼育室で飼育したラットの呼吸器系腫瘍促進効果の有無を病理学的  

に検討した。その結果，発がん物質（0．5gDHPN／kgB，W．）を1回投与しただけの群では腫瘍は全  

く認められなかったが，0．05ppmO3，0．05ppmO，＋0．4ppmNO2及び0．4ppTnNO2＋1mg／m3硫  
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酸エアロゾル暴露群では各々36匹中に3，5及び3匹の腫瘍動物が認められ，悪性腫瘍動物も  

各々2，1及び1匹ずつ認められた。これらの結果から，0．05ppmO，あるいは1mg／m3硫酸エア  

ロゾルはNO2との複合暴露により腫瘍促進効果を持つことが示唆された。  

（3）粒子状物質と＝酸化窒素などの生体影響評価手法に関する研究  

1）抹消リンパ球のDNA傷害を指榛とした影響評価手法の開発   

ディーゼル排気中に含まれるトnitropyrene（lTNP）をウサギの腹腔に毎週1回ずつ，8回投与  

し，14過日までの抹消血中リンパ球の姉妹染色分体（SCE）頻度を調べた。5FEg／kg．B．W．の1ANP  

投与でSCE頻度は1．3倍に有意に増加したが，l．Opgあるいは0．5fLg／kg．B．W，の1LNPでは有  

意な変化はなかった。   

従来の報告では，マウスにべンズビレン（BaP）を100mg／kg．B．W．投与でSCE頻度が上昇する  

とする報告があるが，1NPは比較的低い濃度でもDNA傷害を起こす。今後はディーゼル排  

気粒子の影響を検討する。  

2）指標酵素くAHli）誘導による影響評価手法の開発   

担当者が留学中のため本年度は保留された。  

3）フリーラジかレ産生能による影響評価手法の開発   

先に肺胞マクロファージがディーゼル排気粒子（DEP）を貧食して，多量のスーパーオキシド  

（02）を産生すること，またDEPからヒドロキシラジかレ（・OH）が生じDNA傷害を起こすこと  

を見いだし報告した。   

本年度は，DEPによる呼吸器の傷害メカニズムを解析する一環として，DEPが肺の中でフ  

リーラジカルを発生させ，肺傷害を起こすかどうかを調べた。0．9mgのDEPを気管内投与す  

ると，lCR系マウスは肺水陸を起こして，100％死亡した。このとき，あらかじめ，尾静脈から02‾  

を代謝する酵素のSODを投与しておくと，死亡率は著しく低下することを見いだした。このこ  

とから，DEPは肺に入ってから，02‾を産生し，この02が血管内皮紐胞を傷害して，血管から  

血液水分が肺に漏れでて，肺水腫を起こしていることを示していることが示唆された。  

4）感受性の動物種差に関する研究   

大気汚染物質に対する感受性の個人差の原因を探る研究の一環として，いろいろな系統のマウ  

スにDEPを気管内投与し，系統間に著しい感受性の差があることを見いだした。NO2暴露のと  

き，NO2に対する感受性はマウスの肺の抗酸化性防御機構の活性とよく相関していた。しかし，  

DEPに対する結果はNO！の場合と全く逆になった。すなわち，肺の抗酸化性防御活性の高いマ  

ウスほどDEPによる傷害に弱いという結果が得られた。このことはNO2の肺傷害メカニズムの  

それとは著しく異なることを示唆している。   

また，NOユに対して著しく感受性の高いウズラに体重当たりに換算してマウスの100％致死量  

と同じ量のDEPを投与しても1匹の死亡例も認められなかった。さらに，げっ歯類でNO2に最  

も感受性の高いハムスターでも同じ現象が認められ，各種の大気汚染物質に対する動物の感受性  

に大きな違いがあることが判明した。今後，この原因因子を解明することによりDEPの生体影  

響をより明らかにしたい。  
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（4）粒子状物質の個人暴露且の推定とリスク評価に関する研究   

幹線道路周辺住民の日常生活におけるSPMとNO2の個人暴露量を推定する一環として，1990  

年8月に都内18世帯で連続6日間，家屋内外のSPM濃度，NO2濃度と各個人暴露濃度を測定  

し，各濃度間の関連，道路と住宅の距離等について検討した。屋内（居間）と屋外のSPM濃度の相  

関は2pm以下の粒子で高く，2～10JLmの粒子では低く，夏期においては室内SPMは屋外SPM  

に由来する傾向が強い。SPM，NO2ヒも個人暴露濃度は，生活の場である屋内濃度ヒの相関が高  

かったが，屋外濃度ともよく相関していた（図4）。また，同じ地区における冬期の調査（1990年  

2月）では，暖房によるNO2の屋内発生のため，SPMとNO2濃度の相関はなかったが，今回の  

調査では，SPMとNO2濃度の相関が個人暴露，屋外，屋内とも高かった。これらのことから，  

SPMとNO2は共通の発生源である自動車排気に由来することが示唆された。  
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図4 SPM及びNO2の個人暴露濃度と家屋外濃度（1990年8月）  
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2．6 広域都市圏における交通公害防止計画策定のための  

環境総合評価手法に関する研究  

平成元年～3年度（1989～1991年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  

統括研究官  内藤正明  
交通公害防止研究チーム ○清水 浩・田村正行・森口祐一  

都市大気保全研究チーヰ 上原 清  

環境統計手法研究官   松本幸雄  

社会環境システム部  

情報解析研究室  安岡善文  

客員研究員  7名  

〔研究概要〕   

大都市圏における自動車公害問題は旧来からの公害事象のうち，未解決でかつ最も深刻な課題  

として残されている。一方，生活環境の向上に対する要求はかつてない種に強まっており，都市  

環境においても．より潤いのある街づくりや道路づくりが要請されている。このように，環境や  

公害に対する要求度と満足度はかい離する方向にある。また，湾岸を中心とした開発などによっ  

ても交通公害問題が一層深刻化することが懸念される。   

これまでの自動車公害に関する研究やその対衆を振り返ると，エンジン自動車を今後も使い続  

けることを前提とした自動車単体，あるいは道路ごとの局地的で個別の問題に日が向けられてい  

た。しかし，今後より深刻化が予想される交通公害の解決を前進させるためには，領域的には局  

地と広域の関連を明らかにし，事象に関しても大気汚染，騒音及びアメニティを総合的な見地か  

ら，把握することが必要である。また，自動車公害問題の解決の観点からは，多様に存在する対  

応策とその数多い組み合わせの中から最適のものを選択し，環境と調和のとれた交通計画を策定  

して行くための手法を開発することが重要である。   

本特別研究では，このように深刻な自動車公害問題に対応するために，広域都市圏における交  

通公害を総合的に評価するための手法を開発するものであり，以下に示す4つの研究課題に従っ  

て研究を進めている。  

（1）交通公害の個別事象の計測とモデル化に関する研究   

本特別研究の最も基礎となる，交通公害の個別事象の計測とモデル化の研究を行う。ここでは，  

風洞実験，実測調査，数値シミュレーション等の手段を用いて，大気汚染，願書，アメニティ要  

因の各サブモデルを開発する。   

（2）広域都市圏における自動車交通の環境影響の総合評価モデルの開発に関する研究   

課題（1）により開発された各サブモデルを用いて，広域都市圏の交通公害の現状把撞を行うと  

ともに，各種対策の効果及び大規模開発等に伴う交通条件の変化の環境影響を総合的に評価する  

ためのモデルを開発する。ここでは，大気汚染，騒音，アメニティ要因を総合化する指標と，局  
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所的な環境状況評価指標を広域的に集約して，都市全体あるいは都市圏全体としての環境状況評  

価を行うためのモデルを開発する。  

（3）交通公害対策及び交通計画の広域的にみた環境調和性の評価に関する研究   

さまぎまな交通公害対策や交通計画について，課題（2）で開発した総合的評価手法を用いてそ  

の環境改善効果を算定するとともに，費用便益や利便性効果等の幅広い視点を含めた評価を行う  

手法を開発する。   

（4）交通公害にかかわる環境総合評価手法開発支援のための情報システム構築に関する研究   

課題（1）～（3）における各種のモデル，評価手法開発に必要なデータベース，解析のための共  

通的ソフトウェア等を提供する情報システムを開発する。  

これらのうち，初年度及び本年度においては課題（1）の自動車排気ガス拡散予測サブモデル及  

び騒音伝播予測サブモデルの開発に重点をおき，ほぼ所期の目標に沿って進ちょくしている。一  

方，本年度はこうした個別の予測手法開発の成果を，最終年度に重点的に行う予定の具体的な交  

通公害対策案の評価のケーススタディにつなげるための準備期間でもあり，最終成果を念頭にお  

きながら課葛（2）及び（3）に着手したところである。  

〔研究成果〕  

（1）交通公害の個別事象の計測とモデル化に関する研究   

本研究は自動車交通公害の実態の調査及び予測のためのモデル開発を行うものであり，大気汚  

染，騒音及び景観などのアメニティ要因を対象としている。これらの事象のうちここでは，自動  

車排気ガスによる沿道の窒素酸化物汚染について，現地調査，数値シミュレーション，風洞模型  

実験，常時監視データの統計解析などの手法を用いて行った研究成果について報告する。なお，  

本課題の一環として，3つの府県の地方環境・公害研究所との間で，「沿道局地大気汚染の実態解  

明と予測手法の開発に関する研究」と題する共同研究を実施した。   

数値シミュレーションと風洞実験については，従来行ってきた直交風条件に加え，前年度から  

着手した道路平行風条件下での予測手法の開発を進めた。直交風時には濃度予測対象地点近傍の  

限られた区間の道路からの寄与を考慮すればよいのに対し，平行風時には風上遠方の道路からの  

寄与を考慮する必要があることから，数値計算法及び風洞実験法の双方において所要の改良を  

行った上で研究を進めた。まず，予測対象地点に対する風上距離帯別の発生源寄与について調  

？・どの程度の距離までさかのぽって計算，実験を行う必要があるかを検討し，併せて，各距離  

帯別の寄与渦度について，風洞実験と数値計算の結果の比較を行った。風洞模型実験で長さ1m  

のトレーサーガス発生源を評価点から風上方向に向かって8本設定し．評価点から0～1m，1～2  

m，2～4m，4～8mの4つの区間の発生源について，寄与濃度を道路に直交する鉛直断面の分布  

として求め，これを同じ条件に対する数値計算結果と比較した。図1は横軸に実験結果，縦軸に  

数値計算結果をとったもので，図中の1～4の数字で示された発生源の区間のすべてについて，  

両者の結果はよく一致している。さらに，平行風の条件で，道路橋造及び沿道の建物の高さや密  

度を変化させた模型拡散実験を実施し，道路沿道の建物の密度が高いほど後背地への拡散が抑制  

され道路近傍に高濃度を生じること，平面と高架との二層構造では，高架構造物が平面道路から  

の排気ガス拡散に影響を与えていることなどを見いだした。  
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図1道路平行風条桝こおける風洞実験結果と数値計算結果の比較  

また，これらと並行して地公研との共同研究制度を活用し，実フィールドでの高濃度汚染現象  

解明と予測手法の適用を行った。匡立環境研究所側では大阪府内及び金沢市内の2か所について  

1／250の模型を作成して拡散実験を行い，併せて数値シミュレーションを実行した。大阪府内の  
対象地区は，両側を道路に沿って細長い高層住宅に挟まれた幹線道路沿道である。建物の道路側  

2～11階の壁面及び歩道上の街路灯の計5地点について濃度分布現地調査が大阪府により行われ  

ており，その結果をシミュレーションとの比較に利用した。1週間にわたる30分間1組のデータ  

の中から，調査地点のある建物が風上側となる道路直交風時のデータ31組を選び出し，測定され  
た濃度Cを車種別交通量及び排出係数から推定したNOズの線源排出強度（Q）と現地で実測さ  

れた風速（U）とで基準化した値Cs＝CU／Qの平均を求めて，これを二次元数値計算モデ）L／に  

よるシミュレーション結果と比較した。図2に示すようl；，基準化濃度で見た5地点の濃度プワ  

ファイルはよく一致している。．また，風洞実験及び数値シミュレーションの結果から，ピルの谷  
間の風上側に高濃度を生じるス；ニトリートキャニオン現象特有の濃度分布が再現された。写真に示  

した金沢市内中心部の交差点を甲象に行っだ模型実験及せ数値シミょし一ションでは，交差点の  

風上側に立地する大型の商業ビ′レの背後への気流の回り重みが，この周辺の濃度分布に大きな影 1  
響を与えており，ここに位置すろ自動車排出ガス常時監碍局で観測された高濃度汚染を定性蜘；  
よく説明できる要因であることが明らかにされた。   

さらに，石川県及び兵庫県とあ共同研究として常時監碗データの統計処理による沿道NO2高濃  

度発生要因の解析を行い，春季至；濃度が上昇するオキシダントにより沿道でNOが酸化されて生  

成されるNOヱが大きな要因であることを見いだした。このメカニズムは関東地方について報告さ  

れてきた初冬季の大気安定成層による高濃度汚染と全く異なるものであり，対策を講じる上でも  

新たな対応を迫られる問題である。   

一方，道路沿道における窒素酸化物濃度の空間変動と日変動の実態を調査するため，汚染の進  

行した東京都内の幹線道路交差点周辺の歩車道境界の数10地点において，ディフュージョンサン  
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図2 基準化濃度の鉛直プロファイ／レの比較  

写真 金沢市内の交差点実験棟塑  

プラーを利用したNOズ測定法であるPTIO法を用いて1週間の濃度実測調査を行い，その結果を  

解析した。期間平均濃度で見た地点間の二酸化窒素濃度の変動は数10％であったが，一酸化窒素  

を加えた窒素酸化物では100％以上に達しており，総体として見た自動車排ガスの寄与の地点間  

の差異は，二酸化窒素濃度の変動に比べてかなり大きいことが示唆された。また，日変動と空間  

変動についての分散分析から，窒素酸化物濃度については両者が同オーダーであること，二酸化  

窒素については日変動が空間変動に卓越することが明らかにされた。   

こうした一連の研究により，沿道における自動車排ガス拡散が道路構造や沿道構造に大きく影  

響され，空間的な濃度の変動が大きいこと，数値シミュレーション及び風洞模型実験をその予測  

手法として適用できること，二酸化窒素の高濃度出現には，拡散以外にオキシダント等との化学  

反応が大きな影響を与えていることが裏付けられた。残された課題としては，常時監視データの  

解析によって化学反応の影響をより定量的に把握し，他方，沿道での拡散予測モデルに反応モデ  

ルを組み入れて，両者の成果をまとめた沿道NO2予測モデルを構築することがある。  
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（2）広域都市圏における自動手交通の環境影響の総合評価モデルの開発に関する研究   

沿道の高濃度NO∫汚染対策を中心に具体的な対策メニューを取り上げ，目的とする対策自身と  

しての効果，騒音や景観など他の環境要素に与える影響，対策を実施する地域以外に対する波及  

的な影響などを抽出・整理し，これらをどのように総合評価するかについての基礎的な検討を行っ  

た。地域間のトレードオフを生じる可能性のある事例としては，①局地汚染地域に対する時間帯  

別，車種別走行規制を行うとその地域の汚染は改善できても他の代替路線の汚染が進む，②バイ  

パスや環状道路の整備による交通の円滑化はNO．排出係数を下げる一方，新たな交通を誘発し，  

汚染排出総量を増加させる，③緩衝建物の整備は建物背後の濃度を低下させる反面，道路に面し  

た側では拡散が阻害されて濃度が高くなる，などがあげられた。また，事象間のトレードオフを  

生じる可能性がある事例としては，①高架構造の採用や換気・浄化施設の設置は汚染を低減させ  

るが景観阻害，電波障害等を引き起こす，②環境施設帯の整備は大気汚染，騒音を低減させるが，  

道路幅が広がるため，地域分断を促進する，などがあげられた。一方，複数の事象に対して効果  

があるものとして，①防音壁の設置は遮音だけでなく，見掛けの発生源位置が高くなることによ  

り沿道濃度を低下させる効果がある場合がある，②地下構造やシェルター構造など，道路を隔離  

する対策は大気汚染，騒音の両方に効果がある，といった事例があげられた。   

こうした整理の結果，各種の対策が，複数の事象に対して効果をあげるか，事象間にトレード  

オフを生じるかは，その対策が自動車交通が生活環境に影響するまでのどの過程の制御を目的と  

するものであるかに大きく依存していることが明らかにされた。   

一九従来の沿道・広域大気汚染，騒音・振軌景観，地域分断といった面からの評価に加え，  

地球温暖化に代表される地球環境問題とのかかわりを視野に入れる必要が認識された。とりわけ，  

二酸化炭素排出量の評価が当面の課題であるが，環境影響の総合評価の中に取り入れるか，ある  

いは課題（3）の環境調和性評価の中で地域環境への影響とは独立して取り扱うべきかについては  

さらに検討を進める必要がある。   

（3）交通公害対策及び交通計画の広域的に見た環境調和性の評価に関する研究   

最終年度に実施する評価のケーススタディの対象とすべき代表的な対策メニューをリストアッ  

プした。これまでにあげられた候補としては，①地域を限定した自動車交通総量の削減，②環状  

道路の整備，③貨物輸送の軌道系交通への大量転換，④電気自動車など低公害車の大量導入，⑤  

局地大気汚染低減のための対策がある。   

このうち，⑤局地大気汚染低減のための具体的対策手法として沿道排気装置について検討した。  

沿道排気装置は沿道の高濃度汚染気体を上空高く拡散させるために考案された装置である。この  

装置は図3のように，道路の上にシェルターのような覆いをかぶせ，かつ，その上に高い煙突を  

取り付けるものである。この煙突として，従来のように鉄製のものやコンクリート製のものとす  

ると，重量が極めて重くなるため実用的でない。この間題を解決するため，ここで提案した沿道  

排気装置では煙突の簡の材料として合成樹脂を用いる。合成樹脂でできた簡は一般には重力に対  

して形状を支えることができないが，なんらかの方法でこれを支持すれば非常に軽い材料で高い  

煙突を実現することができる。その具体的な方法として，係留気球を利用する方法（係留気球法），  

煙突の先端を細く絞り，内部に高圧の排煙を通すことにより簡の内外に圧力差を作りその力で形  

状を保持する方法（絞り法），合成樹脂で作った両端を閉じたパイプに気体を詰めることによりパ  

イプの形を保った上で，このパイプを煙突の壁面の一部とする方法（内圧法）の3種類を考案した。  
これらの方法で直径2m，高さ100mの煙突を作るとき，煙突の簡の重さはそれぞれ66，80，100  
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図3 沿道排気装置の概要  

kgにすぎず，これを例え道路の交差点の上に立てたとしても問題はない。   

一方，先にあげた対策メニューの環境改善効果の評価には，排気ガス拡散や騒音伝播など，環  

境に係る事象そのものに関する予測モデルに加え，交通量の配分モデルなど，事象の予測の前提  

となるモデルが必要である。この点に関しては，課題（4）の支援情報システムの開発と連携して、  

評価の基本フレームを設計し，ゾーン別発生集中交通需要を前淫とした交通量配分モデルを予剰  

の前提として採用することとした。   

（4）交通公害にかかわる環境総合評価手法開発支線のための情報システム構築に関する研究   

最終年度に行う予定の具体的な対策評価のケーススタディの対象として，首都圏をとりあげる  

こととし，道路データベース，交通流シミュレーションモデル、環境影響評価モデルなどを含む  

支援情報システムの全体設計を行った。また，都心から東京外郭環状道路予定路線までの範囲に  

ついて，道路位置，道路属性，交通量のデータベースの整備及び交通流シミュレーションに用い  

る道路ネットワーク構造データの整備に着手した。また，こうしたデータの地理的取り扱いを効  

率化する地理情報システムについて，技術動向の調査を行った。  

ー48－   



2．7 大都市圏における環境ストレスと健康に係る環境保健  

モニタリング手法の開発に関する研究  

昭和63年度～平成3年度（1988～1991年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  
都市環境影響評価研究チーム  
交通公害防止研究チーム  

実験動物開発研究官  
環境統計手法研究官  

環境健康部  
部 長  
環境疫学研究室  

保健指襟研究室  
社会環境システム部  

環境計画研究室  
情報解析研究室  

○兜 真徳・新田裕史・影山隆之  
田村正行  

高橋 弘  
松本幸雄  

村上正孝  
小野雅司  

遠山千春・三森文行  

大井 紘・近藤美則  
須賀伸介  

〔研究職要〕   

昨今の環境問題は，従来の急速な工業化に伴ういわゆる「産業型」から「都市生活型」になっ  

てきている。すなわち，産業側の主要な汚染発生源に対する対策が効を奏し，代わって自動車な  

どの移動発生源による騒音・大気汚染，近隣騒音などが環境保健の主要な問題となってきてい  

る。このような環境汚染の低濃度化・多様化の方向の状況に対応して，住民の意識，苦情，腱康  

影響も多様化している。すでに高密度に活発な経済活動が行われている東京圏等の大都市圏では，  

二酸化窒素（NO2），浮遊粒子状物質（SPM）による大気汚染，自動車騒音等に係る環境の改善が  

遅れており，依然として，居住者の健康影響に関する訴え，苫情が後を絶たない。今後の大都市  

圏の再開発の動向等を勘案すると，その居住環境をめぐる状況は一段と厳しくなることが予測さ  

れる。このような複合的な環境汚染による健康影響の評価方法を確立し，また長期的な監視の方  

策を見いだすことが，今日的な環境保健管理上の課題でもある。   

本特別研究では，東京大都市圏人口を対象として，環境汚染への複合的暴露の具体的実態の把  

握及び精神的ストレスを含む健康影響の評価法を確立し，さらに，これらの手法を用いた長期的  

監視システムの構築に関する基礎的検討を加えることを目的とする。   

上記目的を達成するために，全体計画は以下の4種の研究課題から構成されている。  

（1）大都市住民の環境汚染への複合的暴露状況と住民意卸こ関する研究  

（2）大都市居住に伴う精神・心理的ストレスとその健康影響評価に関する研究  

（3）大都市居住に伴う大気中汚染物質とその健康影響評価に関する研究  

（4）大都市住民の環境汚染暴露と健康影響評価にかかわる環境保健モニタリング手法の開発に関  

する研究   

以上において，課題（1），（2）及び（3）では，代表的4地域（都心弧商業地域，工業地域及び  

住宅地域）を対象とした調査を実施し，騒音及び大気汚染物質等の地域及び個人レベルでの複合的  
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暴露実態の把握と，騒音・大気汚染への個人暴露レベルに対する住民の意識構造及び健康影響（苦  

情，不眠症，ストレス，呼吸器症状等）を検討する。さらに，大気汚染暴露に関しては，地域の汚  

染レベルのデータから個人暴露量を推定することの妥当性を検討する。課題（4）では，課題（1）～  

（3）の調査地域を含む大都市圏について，行政地域別の健康情報（疾病・死亡等），環境汚染情報  

（騒音・大気汚染），さらにその他社会・経済等の地域特性情報をもとに地域類型化を行い，調査  

対象とした4地域の代表性を検証する。その結果を踏まえ，類型化された地域別に性，年齢，職  

業などの属性別人口ごとの暴露状況を推定し，地域住民の環境汚染による健康影響を考慮して，  

従来の科学的判断規準との比較検討を含めた健康影響評価を試みる。最後に，これら一連の調査・  

データ解析等を通じて，環境汚染の状況及び地域人口集団の健康像の関連性を長期的に監視して  

いくためのモニタリング手法を検討する。  

〔研究成果〕  

（1）大都市住民の環境汚染への複合的暴露状況と住民意識に関する研究   

1）大気汚染の地域レベルと個人暴露レベルとの関連に関する研究   

都市人口集団の大気汚染への暴露状況に関する基本的情報を得る目的で，東京都内に3調査対  

象地区を設定し，NO2とSPMについて個人暴露及び生活空間の濃度分布調査を実施してきた  

が，ここでは以下の1地域についてのみ示す。対象地域（Ⅰ区：商業地域）は，都内有数の排出量  

を持つ環状7号線，中山道（二層構造）を主たる排出源とし，一般環境常時監視局を含む3×4km  

四方の領域で，（A）：沿道（0～30m），道路との問に障害物なし，（B）：沿道（0～30m），障害物あ  

り，（C）：中間（50～100m），（D）：後背（200～400m），の4地区において地域（屋外）・家屋内・  

個人暴露濃度の測定を行った。同時に，これらの世帯を含む領域内の屋外で，（E）：「約1km間  

隔で幹線道路の影響を受けないメッシュ地点」，で測定した。以下に示すSPM濃度は小型サン  

プラ一による2日平均値，NO2濃度はフィルターバッチによる日平均値である。   

地域濃度に関しては，NO2，SPMとも日間変動（日効果）が地点間変動（地点効果）に比べて大き  

いことが，再確認された。日平均濃度は風速によく（逆）対応していた。これらの地点におけるNO2  

とSPM濃度の相関は，測定日により異なっていた（表1）。   

また，地点に国有の濃度の高低が1km間隔のスケールでも存在することが確認された。さら  

に，1km以下のスケールの地点間変動が大きく，幹線道路との距離と位置関係に強く依存してい  

た。中山道からの距離で分類した上記（A）～（D）の各地区について，中山道の西側と東側に分け  

て期間内平均値と標準偏差とを図1に示した。すなわち，日効果除去による残差の減少は，NO2  

の方がSPMに比べて大きかった。また，幹線道路に関する風上，風下の違いが濃度の距離減衰に  

・大きく影響していた（NO2，SPMともに西側の方が高かったのは期間中に卓越した風が中山道の  

東側から吹いたためと考えられる）。なお，地区（E）の変動の大きさは，地区（C），（D）とほぼ同程  

度であった。  

表1NO2とSPMの相関（1990年2月，Ⅰ区内，42地点）  

NO2  SPM  

l～2日 3～4日 5～6日 1～2日 3～4日 5～6日  

SPM（～2／Jm）   0．82 0．54 0．85  

SPM（2～10／（m） 0．59  0．38  0，12  0▲30  0，19  0．26  
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（b）SPM（2FEm以下）  

A B C D E  

A t】 C D  亡  

図1 中山道からの距離で分撰した地区の期間の平均濃度，標準偏差  

及び日効果除去後の残差の榛準偏差  
○：期間平均濃度（中山道東側），●：期間平均濃度（中山道西側）  

実線区間：日効果除去後の標準偏差，破線区間：期間内平均の標準偏差   

2）騒音の個人暴露レベ／レとその規定要因に関する研究   

① 個人騒音暴露の24時間連続測定   

首都圏の4地区（住居・工業・商業系及び都心）に居住する主婦（計199名）の24時間騒音暴買量  

測定の結果と，久野ら（1976～1978）による仙台・東京・名古屋での同様の測定データとを，比較  

検討した。匪ほは，対象者の睡眠時及び覚醒時の騒音暴霧レベル（Leq）を求め，地域別に比較し  

たものである。住居地域では終日にわたり，交通騒音によるレベル上昇が認められる。また，商  

業地区では他地区に比べ，睡眠時のレベルが高い傾向にあった。さらに，睡眠時の騒音暴露レベ  

ルと属性・居住条件等との関連を検討したところ，いくつかの要因で有意の関連が認められた。  

3）環境汚染に対する住民の意識調査   

大都市住民の近隣公害・都市公害への意識・評価を把握するため，本年度までに行った調査デー  

タを解析した。  
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家屋と幹線道路の位置関係  
住居地域  
工業地域  
商業地域  
都心部  

直近  
2－8軒目  

それ以塵  

久野他  Ilトtesl：pく0・01  

（1g76－8）  

仙 台  
東 京  
名古屋  

図2 幹線道路と家匡の位置関係別の等価騒音暴露レベル   

（9申し立て苦情調査   

S区（住宅地域）への公害苦情申し立て者と，当該苦情の担当官を対象に，苦情内容の調査を行  

い，その発生と解決の過程を分析した。a）同一事例でも，迷惑・被害事由や対象者が複数あげら  

れたり，経過が多段階にわたったり，解決手段も多様であったりする。b）住宅地という「場」に  

ふさわしいかどうかで行為の不当性が判断されることがある。C）同じ物理的現象でも，事前挨拶，  

社会的意味，終了期限の予告などによって，迷惑・被害感は大きく減少する。d）物理的現象以外  

に，申し立て者と苦情対象者の間に事前に生じていた関係が，苦情発生につながっていると思わ  

れる事例が少なくない。e）かなり明瞭に迷惑・被害を及ぼしてきていながら，長い間苦情が発生  

せず，改善も図られない場合がある。   

②都心商業地域の環境意識調査   

住民基本台附こ基づいて都心部の住民に調査票を郵送し，身の回りでの迷惑・被害を自由記述  

してもらった。主な訴えは，夜間道路工事による不眠で，次いで夜間のピル工事，駐車問題，遊  

興衝から出されるゴミ，浮浪者，イヌ，ネコ，カラス，酔漢の行為，悪臭などの訴えが述べられ  

た。幹線道路から20m以内では，これに加えて車による願書，排気ガス，大気汚染が訴えられる  

が，前年度報告した住宅地を貫通する幹線道路の沿道ほどには，道路交通公害の訴えが多くはな  

い。得られた回答文を単語に分解してクラスター分析した結果は，表2，3のとおりである。   

③住宅地域の幹線沿道住民の迷惑・被害意識の調査   

住宅地域の幹線沿道と後背地の住民の意識をクラスター分析によって比較した。沿道では迷  

惑・被害として，道路，車，交通，騒音，寮動，排気ガス及び目前の幹線道路の名称等が，一つ  

のクラスターに集中した。他方，後背地では，近隣の交通問題，近所の人のゴミ出し，一戸建て  

の街に入り込んでくるマンションの問題，イヌ・ネコ・大きな樹木の問題等が，主要なクラスター  

となった。  

ー52一   



表2 叙座・日本橋界隈の住人が生活上の迷惑・被害感を表す語  

（幹線道路沿道を除く地区の居住者の記述する語）  

A  B  C  D  E  水ガ電電ビ靡工道 建震  眠日  深仕  駐作 駐排  交渋銀 通滞座  夜  曜  方立 な日  車車雷  道ス気話ル昔事路 設動  る日  夜い  場る 車ス   

F  G  H  ロ  口  K  L  M  ゴ出  考住親閲多   自  地生 域活  住少  町  近 所  悪  臭使昼ひ  朝店  え    人家前   な    夏  ビ中  ミす  るむ在題い   分   民い    い  うう問い   
表3 銀座・日本橋界隈の住人が生活上の迷惑・被害感を表す語  

（幹線道路沿道の居住者の記述する語）  

A  B  C  D  ガ水悪道工  汚空 多騒排公住  困  註昭自現公  夜  章 票  町  章票  ス通い路事  染気 い昔ス害む  る  場り分在共   

E  F  G  H  ロ  駐歩 ゴ間  捨 掘通歩地  分便ビ考  近建高自  う  人  前て中豊 下  か  え家  遥転  コヒる 日さ  孝行 ミ題  る す行道鉄  るうルる  い物路車  い  

④高層住宅住民の音環境意識の分析   

前年度に引き続き解析を進めた。高層住宅住民では，隣戸と間の音に関する被害感・加害感が  

主な問題であり，その周辺の一戸建ての住民とは大きく異なっていた。また，上層階では下層階  

よりも，．近くを通る高速道路（上層階から見えやすい）への関心が強かった。   

（2）大都市居住に伴う精神・心理的ストレスとその健康影響評価に関する研究  

1）騒音公害苦情の統計的研究   

関東地方（1都6県）の176市区で昭和61年度に受け付けた騒音苦情（環境庁特殊公害課）の人  

口10万当たり発生率を，音源別・自治体別に求めた。人口特性によってこれらの市区を（A）都心  

部，（B）通勤都市，（C）周辺中小都市に大別すると，この順で苦情の粗発生率が高かった（表4）。  

他方，それぞれの音発生量にかかわる地域指標と，住民の暴露機会にかかわる人口学的指標の計  

35変数の情報を自治体別に収集した。ここで，それぞれの昔発生量にかかわる指標によって調整  

した苦情発生率を，3地域間で再度比較すると，一般工場・建設・自動車騒音では，なお人口特  

性による差異が認められた。また，営業・家庭生活騒音では音発生量と人口特性が密接に重なっ  

ているので，統計的には後者の効果を前者から区別し得なかった。いずれにしても以上の音では，  
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表4 関東地方176市区の音源別の人口当たり年間騒音苦情発生率と地域特性  

∴ 

こ・． ・、  

特定工場 28．2 21．3 27．4 第二次産業人口比（％）  

工場密度（／km2）  

工業区域人口比（％）  

一般工場 91．4 75，128．6 第二次産業人口比（％）  

工場密度（／km2）  

工業区域人口比（％）  

特定建設 49・17▲43・0住宅着工数（knl2）  

市建設予算（千／年人）  

一戸建住宅数比（％）（－）2）  

住居区域人口比（％）（一）2）  

一般建設 63．2 27．d 7．8 住宅着工数（／km2）  

1人当たり畳教（）2）  

住居区域人口比（％）（）2）  

営 業 95・6 60▲写 27，8 課税対象額（百万／人）  

商業区域人口比（％）  

住居地域小売店数（／km2）  

小売店年間売上（百万円／店）  

第三次産業人口比（％）（、）2）  

家庭生活 44．2 20．4 6．3 住宅着工数（／kmヱ）  

1人当たり畳数（）2〉  

自動車 6．0 3．5 3．9 昼間70dB以上沿道人口（％）3）  

A＝B＝C  28．9  

A＝B＞C  36，7  

A＝8＞C  39．8  

A＝B＞C  42．7  

A＝B＝C  43．0  

A＝B＝C  31．2  

A＞B＞C  7，9  

1〉人口密度と人口の安定性による分類；A：都心郡，B：近郊通勤都市，C：周辺中小都市，  

2月回帰係数は負 3）環境庁交通公害対策室による推計値  

地域の苦情発生率が，音発生量及び高密度居住という地域状況の指標となっていることが確かめ  

られた。他方，特定工場騒音では，苦情発生率は人口特性には関連せず，もっぱら地域の音発生  

量とのみ相関していた。なお，自動車騒音ではこうした相関がごく弱いことから，住民のストレ  

スの指標として十分なものではないことも指摘された。  

2）都市居住に伴う生活騒音による精神・心理的ストレスの測定のための調査   

個人騒音暴露調査を行ったのと同じ4地区において，2，553名の主婦を対象に質問紙調査を実  

施し，1，154名（45．2％）から有効回答を得た。調査内容は，まず家屋内で「よくきこえる」育とそ  

のうち「迷惑な音」（いずれも複数回答），さらに後者のうち最も迷惑な音によって具体的にどのよ  

うな迷惑を被っているか（複数回答），その昔に対してどのような対処行動をとったか，全般的な  

街の「うるささ」感，などである。   

①家屋内で「よくきこえる昔」と「迷惑な音」   

図3のように，家屋内巧いるとき「よくきこえる音」（複数回答）としては，道路交通・隣家の  

クーラー換気扇・商店飲食店・子どもの声，などが多くあげられた。医子分析によればこれらの  

音は，“屋外の多様な音”，“屋内の電気機器”，“自動車バイク”にれはほとんどの人に聞こえて  

一54一一   



電  車  
航 空 機  
建設工事  
商店飲食店  
子どもの声  
隣家の給排水  
隣家の足音ト◆ァ  
隣家のへ■サト  
隣家のTVステけ  

隣家のトト／7丁ン  

自家の電気機器  

巨  

巨  

一屋外／他家の   

多様な昔－  

t屋内の  

電気機器■  

一道路交通・ ⊂諾㌃篇肌  

（きこえる昔・迷惑な音とも複数回答）  50  川0％  
t よくきこえて迷惑  

団 よくきこえるが迷惑でない  
⊂〕あまりきこえない  

図3 家屋内で「よくきこえる」昔  

電話きこえない  
家が振動する  
会話しにくい  
昼，窓をしめる   

夜，窓をしめる  

寝つかれない  
眠りが浅い  
睡眠薬をのむ  
豪族で話題に  
仕事勉強のじゃま  
イライラ／腹が立つ  

頭が痛い  

巨  

巨  

巨  

“聴取妨害と  
振動’’  

“入眠妨誓’’  

“精神作業と  
情緒妨害’’  

“夜間覚醒・・⊂ る  

（複数回答）  
O  10  20  30  ％  

図4 「もっとも迷惑な音」による迷惑の種類別訴え率  

いる）の3つの因子に分けられた。また，それぞれの音について「よくきこえる」と答えた人の中  

で「迷惑」と答えた人の割合を求めると，道路交通や建設工事の音でその割合が高かった。   

②騒音による「迷惑感」の内容   

①のうち「最も迷惑な音」を1つだけ選んでもらい，それによる迷惑の種類を調べたところ，  

図4のように夜間覚醒・家屋振動や，窓を閉めねばならないなどの訴えが多かった。迷惑な音の  

種類別にみると，「自動車・バイクの空ぶかし」では“夜間覚醒”，「自動車の走行音」では“聴取  
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妨害と振動”，「建設作業音」では‘‘精神作業と情緒妨害”に関連する迷惑の訴えが特に多かった。   

③騒音による迷惑感や街の「うるささ」感に関連する要因  

（診の「最も迷惑な音」に関する上記迷惑の訴え数を点数化して迷惑度スコアとし，これと諸要  

因との関連を検討した。またこれと別に，住んでいる街の全般的な「うるささ」評価についても，  

同様に検討した。全般的な街の「うるささ」感は，幹線道路の沿道・窓が木造の家屋・集合住宅・  

寝室が道路に面する世帯などで強く，職業を持つ女性や不眠感のある人でも強い傾向にあった。  

また，これらの影響を考慮してもなお，都心部で「うるさい」と評価される傾向にあった。一方，  

②のような特定の昔に対する迷惑感は，寝室が道路に面する世帯・幹線道路の沿道・窓が木造の  

家屋で強いが，不眠感や心身の不定愁訴との関連も認められた。すなわち，騒音による「うるさ  

さ」が，個人の属性や生活史などによって修飾されている可能性が示唆された。   

④騒音への対処行動   

上記の音に関して，これまで何らかの社会的な対処行動（抗議・苦情行動など）をとった経験が  

あるとの回答は，11．4％あった。②で調べた迷惑度が低い場合でも，不眠症状の強い人・職業の  

ある人はこうした行動をとった経験が多く，年齢40歳代では逆の傾向にあった。また，このうち  

役所に苦情を訴えた経験がある者は，迷惑度の特に高い群を代表していることも示唆された。さ  

らに迷惑な音の種類別に詳しくみると，営業・家庭生活唇音は自動車・工場騒音に比べて相対的  

に，迷惑度が低くても苦情化しやすい傾向にあった。すなわち，苦情数と住民の被害感との関係  

は騒音の種類によって異なることが示唆される。   

一方，騒音のために“睡眠薬”をのむことがあるとの回答は3．8％あった。この割合は，窓が二  

重サッシの世帯（防音のため）や，寝室が幹線道路に面する世帯で有意に高く，特に前者では  

10．9％という高率であった。  

3）生活音の快・不快にかかわる心理・生理学的実験   

快・不快昔に対する生理反応の個人差について検討するため，以下の2種の実験を行った。   

①音刺激に対する指尖容積脈波反応（AEPGR）   

音感受性が高いと想定される神経症患者（未治療，末与薬）8名を対象として検討した。その結  

果，正常者（80名）での減少反応とは逆に，AEPGRはすぺて末棺血流量増加反応を呈し，感受性  

による生理反応の変動が示唆された。   

②快・不快昔聴取時の脳波   

50名の健常若年者を対象に，脳波パワースペクトル（新たに開発した手法）について，頭部の位  

置（前中後・左右），疲労感，不眠状態，性格などによる変動の検討を行い，個人内・個人間変動  

要因の構造に関する基礎的情報を整理した。  

4）内分泌・免疫系機能の個人差に関する生態学的研究   

その発生に環境汚染とともに内分泌・免疫系機能等の関与が示唆されている肺ガンについて，  

それらのリスクに関する基礎的情報を得るため，以下のような検討を行った。沖縄・岩手・秋田・  

長野の4地域において無作為抽出された40歳代の男子及びその配偶者から採取された血清につ  

いて，ストレスホルモンであるデヒドロエビアンドロステロンLサルフェート（DHEA－S）及びコ  

ルナゾールを定量し，それらのレベルと過去半年以内のストレスフルライフイベント及びストレ  

ス関連性格との関連について，統計的に検討した。その結果，DHEASレベ）L／のみが一定のスト  

レス関連性格による有意な変動を示した。しかし，この種の横断的研究では，ライフイベントに  
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よるホ／レモンの変動は検出しえなかった。免疫機能や発ガン過程への有益な作用が示唆されてい  

るDHEArsのレベルの差異が最も大きい性格構造等について，さらに検討中である。  

（3）大都市居住に伴う大気汚染物質暴臨とその健康影響評価に関する研究  

1）NO2の“populationexposure”の予測・評価モデ）t／の構築に関する研究   

大気汚染物質のうち，暴露量の測定データが最も蓄積されているNO2に関して，POpuユatjoll  

exposureの概念の整理と，それに引き続き予測・評価モデル構築のための各パラメータの検討を  

実施した。また，SPMについては，レセプターモデルを適用するための理論的な問題点を検討  

し，室内空気汚染をも考慮した寄与率推定を試みている。  

2）沿道大気汚染，呼吸器症状の訴え，精神心理的ストレスの相互関連に関する調査研究   

都市居住者の呼吸器症状の訴えと，環境騒音等による精神L、理的ストレスとの相互関連を検討  

するために，東京都I区の幹線道路沿道において成人女性約1，000名を対象として，ATS－DLD  

呼吸器症状標準質問票と，精神心理的ストレスの程度を評価するための質問を組み合わせて，調  

査を実施した。道路からの距離によって両質問票に対する反応に差が見られるか，またそれぞれ  

の質問票で訴えの程度の商い人々に共通点が存在するか，両質問票の特定の項目で強く相関して  

いるものがあるかなどの検討を加えることによって，沿道住民の健康影響を複合影響の視点から  

解析している。   

（4）大都市住民の環境汚染暴露と健康影響評価にかかわる環境保健モニタリング手法の開発に  

関する研究   

本研究では，健康現象の地域的変動と環境汚染とのかかわりを長期的に監視するシステムとし  

て，既存のデータを利用した大気汚染と肺ガン（死亡率）等の地域別動向の関連，あるいは騒音と  

地域別苦情発生状況との関連に特に着目し，課題（1）～（3）の個別の検討を踏まえ，種々の検討  

を行っている。   

これら諸検討は，第1回及び第2回「環境ストレスシンポジウム」でも報告したように着実に  

進められてきたが，基本的に解決しきれない問題点も明らかとなった。それは，地域の環境汚染  

状況，個人の暴露状況，意識・精神心理的ストレス・健康現象の関連性において，①環境汚染状  

況自体の時間・空間的変動の大きさ，②屋外のみならず室内汚染レベルの濁さと多様性，③それ  

ら生活空間内での個人の生活行動の多様性，④影響に対する感受性の大きな個人差，⑤肺ガンあ  

るいは精神心理的ストレスとの関連の非特異性，などによって，特に個別事例での因果関係の特  

定が非常に困難だということである。たとえば，暴露から発症までに10年以上の経過が見込まれ  

る肺ガンと大気汚染との関連性を検討する場合などに，それは典型的に示される。したがってこ  

の種のシステムでは，個別事例の次元というより，必然的に地域集団のレベルを対象とせざるを  

えない。この場合，暴露状況も，影響の出方も，属性別人口の関数として表現されうるが，そう  

した人口の関数として表現する場合に必要な情報を新たに収集しなければならない場合も出てき  

た。   

本年度は，こうした条件を踏まえつつ，以上のような総合的視点から環境保健モニタリング手  

法を検討し，また入手可能なデータを加えつつ，最終年度である来年度の計画内容との連携を図っ  

た。  
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2．8 水環境における化学物質の長期暴露による相乗的生態系影響  

に関する研究  

平成元年～5年度（1989～1993年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  
化学物質生態影響評価研究チーム  

地球環境研究グループ  
野生生物保全研究チーム  

生物圏環境部  
生態機構研究室  

環境微生物研究室  

分子生物学研究室  
客員研究員 8名，共同研究員1名  

○畠山成久・笠井文絵・花里孝幸  

高村健二  

岩熊敏夫・宮下 衛・野原精一・上野隆平・  

多田 満  

高村典子  
田中 浄・輌  剛  

〔研究概要〕   

自然生態系は人間の生存や社会生活の快適性を支えるものであるが，環境汚染や開発の影響に  

常にさらされている。近年，ある面では環境汚染は改善されつつあるものの，社会経済活動の質  

的量的拡大により複雑多様化している。化学物質による河川や湖沼など水界の汚染も低濃度なが  

ら多種にわたってきているが，それらの環境中での動態や生態影響に関する知見はごく限られた  

範囲にとどまっている。化学物質の安全性評価作業は経済開発協力機構（OECD）など国際的な課  

題でもあり，現在または将来使用が予想される珊二学物質の生態系リスクアセスメントのための研  

究が急務とされている。   

本特別研究では，化学物質では水界生態系に最も広範囲に影響を及ぼしていると考えられる農  

薬類を主な対象として，その実際の生態影響の評価を行う。一方，各種の実験により，生物間の  

相互関係に基づく化学物質の生態影響評価に関する知見を集積する。それらのためには，当該化  

学物質の暴露量の推定と各種生物の化学物質感受性の種間差についてのデータが必須である。ま  

た生物種間の相互関係をかく乱する化学物質の影響とその波及効果（二次的影響）の解析も，生態  

系影響評価には不可欠のデータである。野外調査では河川の農薬汚染状況と水生生物相の相互関  

係を明らかにする。これらのデータや知見を総合して，化学物質の生態影響評価のクライテリア  

の確立を目指し，化学物質の影響から水界生態系を保全または回復させることを目的とする。   

本特別研究は以下の4つの研究課題を以って行われる。それぞれは相互に関連しているので明  

確に区分できない面もあるが，各課題ごとに年次計画との関連での研究段階の概要を以下に記す。  

（1）生態系レベルにおける化学物質の相乗的影響に関する研究   

農薬類の水生生物に対する暴露量を明らかにするため，各地の河川水について農薬類を高頻度  

で分析し，それら濃度の季節的変動パターンを明らかにした。これら農薬類の生態毒性を連続的  

に評価する手法として，農薬類に感受性の高いヌカエビを用いた生物試験を行ってきた。除草剤  

の生態毒性評価に関しては藻類（セレナスト／レムなど）の増殖を指標とする試験法を検討した。農  

一59－   



薬類の複合影響はヌカエビを用いた試験法を応用し，環境中の濃度でも致死的複合影響が発現す  

ることを明らかにした。今後，さらに他の水生生物，実験生態系における複合影響試験を目指し  

ている。  

（2）生物の化学物質に対する種特異的感受性に関する研究   

藻類に関しては，環境中に高濃度，高頻度で検出される除草剤として，シメトリンを選び，各  

地から単離培養された数多くの藻類株に対して影響試験を行い，藻類の感受性に広範囲な種間差  

があることを明らかにした。その中の多くの種類は環境中で検出されるシメトリン濃度でも増殖  

阻害を受けた。同じ種類の藻類でも，採取地点が異なるとシメトリン耐性が異なる系統が明らか  

にされ，それらの機構の検討が今後なされる。底生生物では農薬汚染河川に優占する水生昆虫に  

ついて教程の農薬について生物試験を始めている。その中で農薬汚染河川に優占するトビケラな  

どの水生昆虫は試験した農薬に著しい耐性を有しており，それらの耐性獲得機構や生息条件との  

関連について今後調査・研究していく。ホタル，トンボ，タガメなど環境生物と呼ばれる水生生  

物に関しても農薬類の影響試験がなされ，現在使用されている物質のみならず有機塩素系農薬類  

に対してなど過去にさかのぽっての影響評価も行っている。  

（3）生物種間の相互作用に及ぼす化学物質の影響評価に関する研究   

動物プランクトン群集からなる実験生態系（構成種は霞ヶ浦底泥由来）を屋外実験水槽に作製  

し，生物相互間の作用を介した化学物質の影響評価を行ってきた。動物プランクトンやその捕食  

者間の相互関係に基づく化学物質の二次的影響に関してはかなり予測できる段階に達した。   

一方，一次生産者である藻類，あるいは藻類と動物プランクトン群集の両者が影響を受けた場  

合の影響評価に関しても一部検討を行い今後さらに明らかにしていく。   

動物プランクトンの行動変化に関与した化学物質の影響評価に関しては，測定装置の作製を行  

い今後実験を行う。  

（4）生態系レベルでの化学物質のリスクアセスメントに関する研究   

実際の河川において，水生生物が化学物質（農薬類を対象）によっていかなる影響を受けている  

かを実証するための調査を行ってきた。河川の生態系は農薬以外にも様々な要田で影響を受ける  

ので評価が難しい。そのため，対照として低農薬または無農薬水田地帯を流れる河川の生物相を  

下流の農薬散布地帯のそれと綿密に比較し，農薬類の総合的影響評価を行ってきた。今後も別の  

調査地を選定しさらに検討を行っていく。  

〔研究成果〕  

（1）生態系レベルにおける化学物質の相乗的影響に関する研究  

1）河川水中の農薬類の潜在的生態毒性を評価するため，淡水産メカエビを用いて農薬類の毒  

性の季節的変動をモニターしてきた。本年度は，河川水中に検出された農薬類のデータの整理を  

行い，それら農薬類の一部について複合影響試験を行った。有機リン系殺虫剤であるスミチオン  

やフェンチオンは1ノJg／J以下の濃度では高頻度で検出されるため，他の殺虫剤や除草剤との組み  

合わせでメカエビに対する急性毒性試験を行った。カーバメイト系殺虫剤のBPMCや数種の除  

草剤の組み合わせは，それら単独では致死効果を現わさない濃度でも1JJg／J以下のスミチオンま  

たはフェンチオンと組み合わさるとメカエビの死亡率を著しく増大せることが分かった（図1）。  
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図1低濃度のフェニトロチオン（0．1～0．4ppb）に複合してメカエビの  

死亡率を増大する致死濃度以下のBPMC（カーバメイト系殺虫  

剤）の効果（48，96時間後の死亡率）  

調査したつくば市近辺の河jll水ではppbレベルとはいえ，複数種の農薬類が長期間検出されたた  

め農薬の複合的生態影響の評価がさらに必要とされる。前年度に引き続きヌカエビによる農薬類  

の潜在的生態毒性のモニターを小月川の定点で行った。死亡率の季節的変動パターン（平成元年度  

年報）は同様であったが，河川水の毒性は前年度よりも低かった。これは本年度は降雨が少なく，  

農薬類の河川への流入量が少なかったためと考えられる。一九除草剤の藻類への総合毒性を河  

川水中での藻類（セレナストルム）の増殖面から調査し，除草剤が河川へ流入する時期に増殖が阻  

害され，その時期に藻類の種組成が変化することが示された。  

2）霞ヶ浦高浜入りの湖水に対してもヌカエビを用いた生物試験と，農薬類の化学分析を行っ  

た（1987年，19鍋年の湖水について）。湖水においてもメカエビ死亡率の増減とほぼ一致して数種  

の殺虫剤（BPMC，ダイアジノン，フェンチオン），またはリンを含有する（ガスタロFPDで検出）  

末同定の化学物質が検出されたことから，これらの物質がメカエビ死亡の原因物質である可能性  

が高い。  

3）河川における農薬汚染と生物相との関係を明らかにするため数か所の河川で調査を行っ  

た。低農薬と農薬散布水田地帯が隣接する河川の調査では，前年度来の砂川水系（山形県高畠町）  

と本年度からは福島県熱塩加納村に調査地区を増やした。低農薬水田地帯の河川生物相は農薬散  

布地帯のそれに比べ明らかに豊吉であったが，その差異がどの程度農薬類によるのかを農薬散布  

前後の生物楓水生昆虫の農薬（空中散布）による流下，優占種の農薬感受性，メカエビを用いた  

農薬総合毒性の季節変動など（図2）から推定した。砂川では，他の要因（河川形態，水温差など）も  

考えられるにせよ，農薬類，特に殺虫剤の空中散布（年4回）による水生生物相に及ぽす影響が極  

めて大きいことが明らかにされた。  
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図2 砂川の低農薬地帯（St．5）及び農薬散布地帯（St．9，空中散布年  

4回）における河川水中でのヌカエビ死亡率の季節変動  

上段：7，14日後死亡率，下段：1，2，4日後死亡率。  

旦巨』主：ヒリダフェンチオン，眉塑二呈：フェンチオン，地建：フェンチオン＋  

BPMC，豊里4ニフェンチオンの空中散布（殺菌剤は省略）  

（2）生物の化学物質に対する種特異的感受性に関する研究  

1）緑藻類，ケイ藻類，ラン藻類など各地から分離した多数の藻類株（5網6分顆群）について，  

除草剤シメトリンに対する感受性を調べた。シメトリンを7日間暴露した場合のEC5。値（藻類の  

増殖を50％阻害する濃度）とNOEC値（増殖を阻害しない最高濃度）の関係を図3に示した。EC5。  

値は8．0～1，500〝g／～と藻類のシメトリンに対する感受性に非常に広範囲な種間差があることが  

明らかになった。EC5。値とNOEC値の相関は高く，試験に用いた藻類のシメトリンに対する反応  

がいずれも同様であることが示された。NOEC値は0・4～50叫g／Jの範囲にあったが，半数の藻  

類のNOEC値は10／Jg／J以下であった。つくば市近辺で調査した河川水中のシメトリン浪度は  

ピーク時には10／Jg／J程度に及ぶことから，野外でも多くの藻類が除草剤の影響を受けている可  

能性が高い。これまで試験した各種藻類では，概して緑藻類ボルボックス日とラン藻類が感受性  

が高く，ケイ藻類と車軸藻の感受性は比較的低かった。   

ケイ藻類の1種邦ねsc九血如gβαは異なる水田から4株分離したが，シメトリンに対する感受性  

はかなり異なり，このような系統による感受性差は他の分類群にも認められた。藻類の生態影響  

試験（OECDなど）にはセレナストルムやクロレラの1種が用いられるが，今回の結果は藻類間の  

除草剤耐性に著しい差があり，標準株以外に多くの隆を用いた試験が必要であることを示唆する。  

2）農薬汚染河川では底生生物の積数が少なくなり優占種が極めて限られることが，野外調査  

から明らかになりつつある。それらの内コガタシマトビケラ（1部は新記載種となる可能性が高  

い），ウスバヒメガガンボ，サホコカゲロウなどについて殺虫剤（MEP，MPp，BPMC）感受性試  

験を行ったが，農薬汚染河川から採取された前2種の薬剤耐性は他種よりもかなり高かった。特  
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に，殺虫剤空散（年4回）地帯の河川（砂川）から採取したシマトビケラのMEアの24時間LC5。値  

は約4．4mg／Jと水生昆虫の中では異常に高い耐性を示した。しかし農薬非汚染河川から採取し  

たコガタシマトビケラの値は0．046mg／Jと他の多くの種類の水生昆虫と同レベルであり，害虫  

のみならず環境生物でも高い薬剤耐性を獲得し得ることが分かった。近辺の河川から採取した2  

種のトビケラの比較においてもコガタシマトビケラの農薬耐性が顕著であった（表1）。  

3）極端に有機汚染が進んだ小河川に優占するセスジュスリカに対する洗剤と殺虫剤の影響を  

生息密度ヒ流下星の関係から検討した。普段は生息密度と流下量には高い相関が認められたが，  

特定の調査日に流下量がその相関を大きく上回って増加した。この時期に薬剤散布があったこと，  

生物試験でメカエビが死亡したことなどから殺虫剤の影響による流下と考えられる。  

4）指標昆虫タガメに対する農薬の影響を調べた結果，有機リン系農薬フユニトロチオンやダ  

イアジノン，カーバメイト系農薬BPMCの96時間LC5。借は約100J噌／l，有機塩素系農薬DDT  

やBHCでは数〟g／J以下であった。したがって過去に散布された有機塩素系農薬がタガメを絶  

滅の危機に追いやった要因の一つである可能性が高い。また最近水田で使われ始めたビレスロイ  

ド様の殺虫剤エトフェンプロツタスのタガメに対する96時間LC5。値は約0．5／‘g／Jと極めて低  

く，ホタルやアキアカネの幼虫に対する毒性も極めて高いことが分かった。  

5）マギレミジンコを用いて殺虫剤（カルバリル，以下NAC）の長期及び短期暴露の影響を試  

験した。長期暴露実験では，NACl〝g／Jではミジンコに対する影響は見られなかったが，2  

〟g／Jではミジンコの成長や産仔が頗著に低下した。3J‘g／J以上ではすべての個体が5齢になる  

前に死滅した。ミジンコをいろいろな成長段階で5J‘g／JNACに暴露（10時間）した実験では，卵  

が最も耐性が高く，1齢仔虫が最も感受性が高いなど成長段階が異なると殺虫剤に対するミジン  

コの耐性が大きく異なった。同様な結果は，ワムシに対する除草剤のタロルニトルフェン（CNP）  

の試験でも認められた。動物プランクトン間の薬剤感受性の種間差を比較する場合も成長段階を  

考慮する必要がある。  

（3）生物種間の相互作用に及ぼす化学物質の影響評価に関する研究   

1）動物プランクトン群集は主としてワムシ類とミジンコ類から成立する。本年度は実験生態  

系（屋外水槽に霞ヶ浦のプランクトンを基に作製）を用い動物プランクトン群集に対する化学物質  

（殺虫剤カルバリル）の生態影響に，ミジンコの捕食者（フサカ幼虫）がしゝかに関与するかを調べた。  

そのためフサカ幼虫が生息しない系と高い密度で生息する実験生態系を作り，そこにカルバリル  

を投入した。フサカ幼虫のいない水槽ではミジンコ類が靡占していた。薬剤投入後は対照（薬剤  

を投与しない）の水槽では大型のカブトミジンコが優占し，1叫g／Jのカルバリルを連続投入した  

水槽では中型のオナガミジンコとスカシタマミジンコが増え，100J‘g／Jのカルバリルを投与し  

た水槽では小型のこセゾウミジンコが優占種となった（図4）。ミジンコ類において生態系レベル  

でもカルバリル耐性に種間差が見られ、小型のミジンコがより高い耐性を示す傾向があった。一  

方，フサカ幼虫が多く生息する水槽ではワムシ顎が優占した。これはフサカ幼虫がワムシの餌を  

介しての競争者であるミジンコ類を捕食し生息密度を低めた結果である。フサカ幼虫の多い水槽  

では，対照の水槽とかレバリルを10〟g／Jで連続投入した場合で動物プランクトン群集に顕著な  

違いは見られなかった。これはカルバリルに感受性の高いミジンコ類が少なく，逆にカルバリル  
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との関係  
○：緑藻類ボルボックス日，●：緑藻類タロロコツタム目，  

△：車軸藻綱接合藻目，▲ケイ藻綱，□：クリプト藻綱，■：ラン藻綱  

表1殺虫剤・除草剤のトビケラ幼虫に対する48時間半数致死濃度（EC5。借）  

殺虫剤（ppb）  除草剤（ppm）  
生 物 種  

MPP BPMC CNP  オキサジアゾン  

コガタシマトビケラ （梶無川） 540  250  4、74  6．02  

コガタシマトビケラ （潤沼川） 330  350  5．20  3．23  

コガタシマトビケラ （横浜市） 15．6  

ウルマーシマトビケラ （潤沼川）  8．4  3．3   0．04  0．11  

横浜市：農薬非汚染地区の河川  

耐性の高いワムシ類が優占したことが原因である。結果的には，ミジンコの捕食者としてのアサ  

カ幼虫が動物プランクトン群集構造を抑制し，化学物質に対する生態系の反応を大きく変化させ  

たことが明らかにされた。  

2）マギレミジンコは捕食者フサカ幼虫の放出する化学物質に反応して幼体時期に尖頭を形成  

する（頭の先端がとがる）ことが知られているが，尖頭形成が殺虫剤によっても引き起こされるこ  

とを明らかにした（図5）。そこで尖頭形成を誘引する殺虫剤の暴露条件を調べた。最もよく尖頭形  

成が誘引されたのは，ミジンコの胚発生の最終ステージから1齢にかけての時期に殺虫剤を暴露  

した場合で，しかも殺虫剤暴露条件は比較的高い（有害な）濃度で短時間（10時間程度）であること  

が分かった。またこの形態変化の誘引に対しては多くの殺虫剤（カーバメイト系及び有機リン系殺  
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図5 尖頭を形成した2齢のマギレミジンコ（a）と尖頭のない2齢の  

マギレミジンコ（b）  
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虫剤）で有効で，除草剤や殺菌剤では効果がなかった。これら殺虫剤は神経伝達系の阻害剤なので，  

ミジンコの神経系への刺激が尖顔形成を誘引したものと推察された。ミジンコの尖頭形成は捕食  

者から逃れるのに有効であることが分かっている。殺虫剤がミジンコの形態変化を引き起こすこ  

とによって，ミジンコと捕食者の間の関係に影響を与えることが予想される。  

3）殺虫剤（フェンチオン，以下MPP）が空中散布（年4回の2回目）された河川（高島町砂川）  

に流下ネットを設置し，薬剤散布前後における優占種（コガタシマトビケラ（新記載種の可能性が  

高い），サホコカグロウ，ユスリカなど）が受ける影響を昼夜2時間ごとに3日間サンプルを回収  

して調査した。MPPは最大50／‘g／Jまで増加したが，トビケラは全く流下せず（上記の耐性獲得  

種），ユスリカは散布後の流下パターンから推測してやや薬剤の影響を受けた（図6）。サホコカグ  

ロウは散布当日薬剤により大量に流下させられたはずであるが（流下パターンの激変から），流下  

ネットにはわずかしか入らなかった（図6）。これは，昼間は礫の間隙に潜んで魚類の捕食から待避  

していたサホコカグロウが薬剤の影響で，砂礫の聞から泳ぎ出たところを魚類に捕食されたため  

図6 殺虫剤空中散布後備2回，フェンチオン）における河川水中の  

フェンチオン濃度，メカエビ死亡率（6時間，し 2，4日後），  

及び優占種サホコカゲロウ（励β才ゐ助力∂β乃5怨）とユスリカ幼虫の  

流下量の変動  
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と推測される。  

（4）生態系レベルでの化学物質のリスクアセスメントに関する研究  

1）砂川下流の調査では，夏期に底生生物の種類数が激減しそこに優占する種は上記のユスリ  

カ，コガタシマトビケラ，サホコカゲロウ，水生ミミズなど単純な生物相に変化する。この変化  

の要因は，夏期の水温の上昇，増水による水生生物の流乱周りの環境の単純化など農薬以外に  

も考察されるが，上記種々の調査結果から農薬自体のインパクトも充分強いと考えられた。水中  

の農薬がほとんど消失する9月以降は下流の地点の生物相もわずか（数と種類）ではあるが回復の  

傾向を示す。これは約4km上流に生物相が豊富で安定した地区（低農薬地帯）があり，そこから自  

然流下する個体によると考えられ，そのための調査資料を検討している。調査河川は農薬や水温  

の上昇等により夏期に受けた生物相への影響が充分回復しきれないうちに，また翌年の農薬等に  

よる生態影響が繰り返されている環境であると考察される。  

2）他の低農薬地帯である濁川の水生昆虫生物相も下流の農薬散布地帯のそれと比較し明らか  

に豊富であり下流では多くの生物種が消失していたが，夏期のみ調査結果であり今後通年の調査  

でその原因を解明していく。  
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2．9トリクロロエチレン等の地下水汚染の防止に関する研究（初年度）  

平成2～4年度（1990～1992年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  

統括研究官  内藤正明  

有害廃棄物対策研究チーム ○中杉修身・安原昭夫・平田健正  

水土壌圏環境部  

水環境質研究室  矢木修身  

土壌環境研究室  細見正明  

客員研究員 6名，共同研究貞 3名  

〔研究概要〕  

トリクロロエチレン等の揮発性有機塩素化合物による地下水汚染が全国的な広がりを持つこと  

が，環境庁の調査によって明らかにされて以来，汚染原因や機構を解明するための調査が実施さ  

れ，化審法，水質汚濁防止法や廃棄物処理法の改正によって汚染を未然に防止するための制度は  

一応整えられた。しかし，地下水は，その流れが遅く，汚染物質が水に溶けにくいため，汚染物  

質の進入を防ぐだけではなかなかきれいにならない。地下水は有用な水資源であって，生活用水  

を地下水に依存している地域も多く，汚染地下水の浄化が緊急の課題となっている。しかし，一  

般に地下水の浄化は多額の経費を必要とするため，的確な対策を実施する必要がある。   

本特別研究では，現地調査とその結果の解析を中心として，土壌・地下水圏での汚染物質の挙  

動を解明し，表層土壌ガス成分のモニタリングを中心とした汚染物質存在状況の把握手法を開発  

する。さらに，汚染土壌や地下水の浄化手法について，既存文献や実施事例からのデータの収集・  

解析や現場実験に基づいて，その評価を行う。そしヱ，これらの成果を総合して，地下水汚染浄  

化対策を効率よく実施するための手順を明らかにする。   

以上の研究目的を達成するために，以下の課題を設定して研究を実施する（図1）。  

（1）土壌・地下水圏における汚染物質の挙動解明   

地下水浄化対策を実施するに当たって，まず土壌・地下水圏での汚染物質の挙動を解明し，汚  

染の将来動向を把握することが必要となる。本研究では，現地調査結果の解析を行い，地下水圏  

での汚染物質の挙動を解明する。また，地下水中での汚染物質の挙動を表すモデルの開発を行う。  

（2）汚染物質の存在状況把握手法の確立   

浄化対策を効果的に実施するためには，汚染物質の存在状況を的確に把握することが重要とな  

る。本研究では，表層土壌ガス成分を指標としたモニタリング手法を確立するとともに，この手  

法を含めて土壌・地下水圏における汚染物質の存在状況を把握する手法を確立する。  

（3）地下水浄化対策技術の評価   

すでに多くの地下水浄化が行われている海外から様々な浄化技術が導入されようとしており，  

また国内でも多くの技術が開発されているが，土壌・地下水の汚染状況や地域の社会的な状況に  
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サブテーマ4  サブテーマ3  

図1本特別研究の構成   

よって適切かつ実施可能な対策が異なる。本研究では，既存文献や浄化対策事例から入手した  

データを解析し，また現場での実証実験を行って，各種浄化対策の特性を明らかにする占  

（4）地下水浄化対策手順の確立   

以上の研究成果をまとめて，地下水浄化対策を実施する手順を明らかにする。  

〔研究成果〕  
（1）土壌・地下水圏における汚染物貿の挙動解明   

土壌・地下水圏における汚染物質の挙動を解明するには，①土壌・地下水圏での存在状態，②  

地下水流れに沿った移動，及び③土壌・地下水中での分解について知る必要がある。このために，  

各地の汚染事例で地下水質や流動に関する調査を実施するとともに，地方自治体が実施する調査  

に協力して調査データを収集し，それらの解析を行っている。   

土壌・地下水圏での汚染物質の存在状況については，地下水がトリクロロエチレンで汚染され  

た地域で土壌ガス調査を行い，トリクロロエチレンが進入したと考えられる場所でポーリング調  

査を実施した。その結果，地下40m付近の帯水層直上の土壌と帯水層の底の土壌でトリクロロエ  

チレン濃度が高いことを見いだした（図2）。ガラスビーズを模擬土壌に見立てた浸透実験では，土  

壌中に浸透したトリクロロエチレンは粒径によって帯水層の上にたまったり，帯水層の底に落ち  

込むことが明らかにされており，こうした現象が実際の土壌中でも生じていることが検証された。   

地下水圏での汚染物質の挙動については，これまで長期間にわたって地下水汚染の監視が続け  

られている地区で，トリクロロエチレン濃度の季節変動やその分解生成物と考えられているcis－  

1，2ジクロロエチレンの挙動を調べた。この地区では1984年以来26地点で観測が継続されてお  

り，この資料から，トリクロロエチレン濃度の季節変動には5～11月にピークを示すグループ1と  

1～3月にかけてピークを示すグループ2の2つのパターンがあり，しかも2つの井戸群は極めて  

近接して存在することが明らかとなった。グループ1はこの地域を流れる地下水の主流に沿った  

井戸群であり，トリクロロエチレン濃度はcis－1，2－ジクロロエチレン濃度より低い特徴を持つ。  

図3は2つのグループについてトリクロロエチレン濃度に対するcis－1，2－ジクロロエチレン濃度  
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の季節変化を描いているが，グループ1（WL3，4，7）ではトリクロロエチレン、濃度が変化してもcis－  

1，2－ジクロロエチレン濃度はほとんど変わらず，一方グループ2（W－5，6，9）では，CisTl，2－ジ  

クロロエチレン濃度はトリクロロエチレン濃度に比例して変動している。このように隣接した2  

つの井戸群でトリクロロエチレンやcis－1，2－ジクロロエチレンの挙動は際立った違いを見せる。  

これには土壌や地下水中での分解機構の違いに加えて，地下水の水理挙動が関係していると考え  

られる。そこで，観測井を建設し，地下水の流向と流速の調査も行っている。また，ジクロワエ  

チレンの異性対比が汚染源と見られる事業所内と周辺地域では異なることも明らかにされてお  

り，こうした結果を総合して，土壌■地下水中でのトリクロロエチレンの挙動を表すモデルの開  

発を行う予定である。  
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′（2）汚染物質の存在状況把塩辛法の開発   

汚染物質の存在状況を正確に■把握することは，効率的に汚染物質を除去する上で欠かせない作  

業である。最終的にはポーリングを行って土壌試料を採取し，分析することが必要となるが，ポー  

リングには費用がかかるのそ，、予め汚染源や汚染物質の侵入した場所を同定してからポーリング  

を行うのがよいと考えられる。   

このため，土壌・地下水特研で得られた成果や他の調査研究成果を取りまとめて，①地下水汚  

染実態を把握し，②汚染物質の使用状況を調査し，③汚染源を解明するための手順を明らかにし  

た。   

汚染物質の侵入場所を細かく特定する手法としては，土壌ガスの調査が有効と考えられる。ト  

リクロロエチレン等は高揮発性物質であり，これらの物質が土壌や地下水中に含まれていると土  

壌中の空気に揮散し，地表面にまで上昇してくる。この表層土壌ガスに含まれる揮発成分を分析  

すれば，地下にある汚染物質を探査することができる。土壌ガス調査方法にはフィンガープリン  

ト法，ガス採取・ガスタロ分析法（n－ヘキサン法），現場ガスタロ分析法及び検知菅法などがあり，  

それぞれに特徴があるので，適切に組み合わせて使う必要がある。いくつかの汚染地区で，これ  

らの手法の比絞実験を行った。   

まずフィンガープリント法による土壌ガス調査を行うことによって，汚染物質使用事業所内に  

トリクロロエチレンやテトラクロロエチレンによる土壌汚染を見いだしゎ。しかし，同じ地域で  

検知菅法を用いたところ，土壌汚染を見いだすことはできなかった。検知管法は感度が低く，汚  

染源周辺で比較的高濃度の揮発性有機塩素化合物を含む土壌ガス調査にしか適用できない。図4  

は汚染源周辺の表層土壌ガス調査で得られた検知管法とn－ヘキサン法によるテトラクロロエチ  

レン濃度を比較した結果であるが，両者の相関は高い。図5は土壌ガスと土壌に含まれるテトラ  

クロロエチレン濃度を描いている。土壌ガス濃度については検知管法とn一ヘキサン法の2種類  

の分析値を示しているが，絶対値に違いはあっても，ガス濃度の鉛直分布は土壌の含有量によく  

対応していることが分かる。  

堰
入
争
付
く
・
U
 
 

8  8  9  12（pp・¶）15  

検知菅法   

図4 検知菅法とn－ヘキサン法による土壌ガス濃度の比較  
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（3）地下水浄化対策技術の評価   

土壌・地下水の浄化には，多額の経費がかかるため，適切な技術を選定し，実施することが必  

要となる。そこで，これまでに開発され，実用化されているものを中心に，技術評価を行ってい  

る。本年度は海外で開発されている浄化対策技術評価のレポートを入手するとともに，国内で実  

施されている浄化対策の実施データを入手し，費用効果，適用条件，実施上の問題点などを中心  

に評価を行った。  

（4）地下水浄化対策手順の確立   

揮発性有機塩素化合物による地下水汚染の発見された地域で，汚染源同定から始まる浄化対策  

に参画し，想定した浄化対策手順の問題点の抽出を行っている。ここでは，表層土壌ガス調査を  

用いた汚染源の絞り込みと高濃度ガス地点でのポーリング調査等，汚染源の同定から汚染物質存  

在状況の把握まで進んでいるが，これまでの段階でも，適切な土壌ガス調査方法の選択やポーリ  

ング調査実施手順などに有用な知見が得られている。  
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2．10 有用微生物を活用した小規模排水処理技術の開発と  

高度化に関する研究（初年度）  

平成2～4年度（1990～1992年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  

統括研究官  内藤正明  

水改善手法研究チーム  ○稲森悠平・松東一夫・今井重雄  

湖沼保全研究チーム  柏崎守弘  
新生生物評価研究チーム 近藤庫朗・岩崎一弘  

水土壌圏環境部  
部 長  須藤隆一  

土壌環境研究室  細見正明  
社会環境システム部  

資源管理研究室  原沢英夫  

客員研究員 7名，共同研究員 8名  

〔研究椙要〕   

我が国の中小都市河川，湖沼，内湾等の公共用水域においては，水質汚濁，富栄養化が依然と  

して進行している。この大きな原因としてあげられるのが，水質汚濁防止法において有害物質を  

除いて末規制の日平均排水量50m3／d未満の小規模事業場排水及び同じく末規制の個別家庭か  

ら排出される生活雑排水である。これらの排水は小規模排水と呼ばれており，公共用水域の汚濁  

負荷源の70％近くを占めるに至っている。それゆえ，公共用水域の水質改善を図る上で小規模排  

水対策は必須かつ緊急の課萄である。   

小規模排水のほとんどは有機物を含むため，処理対策の手法として微生物の浄化力の活用が期  

待される。本特別研究では，このような背景のもとで，小規模排水に対してバイオテクノロジー  

等を活用し，有用微生物を用いた排水の高度処理技術の開発を行い，水質改善に資することを目  

的とする。   

本特別研究を達成するために，以下の課題について研究を実施する。  

（1）小規模排水の特性及び生物処理の適用性に関する研究   

食品製造業，水産加工施設，レストラン等の事業場及び個別家庭の浄化槽から排出される多量  

に有機物を含む排水の性状，負荷変動を調査し，それらの排水の生物学的分解性を調べ生物処理，  

物理化学的処理の適用の可能性について検討し，課題（2）及び（3）を遂行するのに必要な基礎知  

識を集積する。  

（2）小規模排水中の窒素，リン除去システムの開発   

小規模排水中に含まれる窒素，リン及び有機物等を分解除去し発生汚泥の減量化に貢献する水  

改善に有用な細菌，原生動物，微小後生動物などの微生物を組み込んだ小規模排水処理システム  

の開発を行う。同時に遺伝子操作技術等で得られた有用微生物の培養法，定着化法の開発を行う。  
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（3）小規模排水プロセスの技術及びシステム評価   

課題（2）で得られた有用微生物の組み込まれた小規模排水処理プロセスの有効性及び効果につ  

いての地域性・費用負担・水質基準等を考慮に入れた評価を行うと同時に，組換え等有用微生物  

については，その活用の可能性を含め大型淡水マイクロコズム及びフラスコマイクロコズム試験  

等評価を行い，、最適な水改善の高度化システムを提言する。   

各研究課題の相互関係及び年次計画を図1に示す。   

〔研究成果〕  
（1）小規模排水の特性及び生物処理の適用性に関する研究   

一般飲食店を対象として卓の排水特性を調査した。飲食店では未処理で排出している店舗が半  
数以上を占め，店舗規模の小さいものほどその割合が高かった。有機汚濁を表すBOD及びCOD  

に対して油分の寄与が非常に大きいことが示唆された（図2）。当該排水の場合，油分処理が同時  

に行える処理システムが必要と考えられた。  

（2）小規模排水中の窒素，リン除去システムの開発   

小規模合併浄化槽では流入水量の変動に起因する処理性能の低下が重要な問題であることが把  
握された0有機物除去の向上安定化を図る上で流量調整機能が必要であり，有機物と窒素，リ  

ン等の栄養塩類を同時に安定して高度除去するためには，流量調整機能及び循環を組み入れるこ  

とが不可欠であると示唆された（表1）。  

サブテーマ1＝小規模排水の特性及び生物処理適用性  
の粛重  

訳査項目   
◎小規模事業場‥‥‥（1）排水の種籾  

（2）方l水特性  

（3）処理特性  

◎小規模浄化槽・・・・・・（1）排水特性  

（2）維持管理頻度及びコスト  
（3）合併処理浄化槽の技術開発  

平成2～4年度  

サブテーマ3：有用徴生物を用いた排水処理プロセスの  
技術及びシステム評価  

◎有用叡生物を姻み込んだ排水処理プロセス普及の効果   
等のシステム評価  

－一文献調査   

◎遺伝子操作等で得られた有用微生物の生物処理リアク   
ター内の挙動及び自然水域に放流された場合の環境影   
響評価  

一－フラスコマイクロコズム  
ー一大型淡水マイクロコズム   

◎小規模排水の高度処理の自然水域に及ぼす水改巷効果   
の評価  

－－一大型淡水マイクロコズム  

平成2年度後半→4年度  

サブテーマ2＝有用群生物を用いた窒素、リン等の  
除まシステムの間発  

◎皇素、リン、有機物等の分解除去及び汚涜減量化に   
有用な細田、原生動物、凝小後生動物なとの検索  

◎有用蘇生物の分解及び大量襟髪   
◎有用愚生物の定着化  

平成2－4年度  

図1本特別研究の全体構成  
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mg／J（重相関係数0・85，サンプル数）  

回帰式  
logBOD二  
0．0210gSS  
十0．491咽油分  
＋0．15logTN  
＋0，26logT－P  
＋1．31  

5  25  125  630  3160  15800  

BODの予測値  

図2 飲食店排水におけるBODとSS，油分，T－N，TrPとの関係  

表1循環式嫌気ろ床・接触ばっ気法における  

総窒素除去能   

高 度 処 理  

処理水（mg／J）  29．5±5．4  15．0±4，3  17．2±7，0   

流入水（mg／ハ   36．6±5，4   処理方式 試料  対照槽         Ⅰ  型  ⅠⅠ 型  
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小規模事業場難分解性排水を微生物活性炭流動床プロセスにより高度処理を試みた。通常の生  

物処理プロセス，活性汚泥法での有機物除去が20％以下であるのに対して，微生物活性炭流動床  

プロセスは60％以上の有機物除去能を長期間にわたり達成した（図3）。療気好気流動床の組み  

合わせで循環を行うことで，有機物除去と同時に窒素60～70％（理論値80％）を長期間にわたり安  

定して除去できることを確認した（図3）。   

高濃度の有機物及び窒素を含む小規模排水に対して高濃度に微生物濃度を維持できる特徴を持  

つスラッジブランケット法を適用した。循環を組み入れることにより，常温で有機物，窒素を効  

率的に処理できることが明らかとなった（図4）。   

排水の高度処理及び発生汚泥量の減量化に重要な役割を果たすと考えられる輪虫類の定着化，  

大量培養法について洗半排水を用いて実験を行い検討を加えた。通常の輪虫密度は約  

3，000個／mJであるが，洗米排水中では約12，000個／mJまで増加した。洗米排水中に輪虫類の増  

殖能を高める増殖国子が含まれていると推察された（図5）。  

（3）小規模排水プロセスの技術及びシステム評価   

フラスコマイクロコズムを用いて有用組換え体に及ぼす環境国子の影響を検討した。藻類，原  

生動物，細菌，後生動物が共存するマイクロコズムにおいて，水温は有用組換え微生物の生存に  

大きく影響することが確認された（図6）。  
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2．11有害廃棄物のモニタリングに関する研究（初年度）  

平成2～4年度（1990～1992年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グルニプ  
統括研究官  
有害廃棄物対策研究チーム  
水改善手法研究チーム  

社会環境システム前  

部 長  
資源管理研究室  

水土壌圏環境部  
土壌環境研究室  

客員研究員 2名，共同研究員  

内藤正明  
○中杉修身・安原昭夫・平田健正  
今井章雄  

後藤典弘  
天野耕二  

細見正明  
2名  

〔研究概要〕   

有害化芋物質による環境汚染が社会的な関心を集めているが，その排出規制が強化され，排ガ  

スや排水の処理が進められるに伴い，難分解性の有害化学物質は廃棄物中に集積されることにな  

り，また，その処理・処分の過程で新たに有害化字物質が生成することが考えられ，有害化学物  

質の環境汚染源として廃棄物の処理・処分が重要な位置を占めてくると考えられる。米国等では  

有害廃棄物の不適正な処分による環境汚染が数多く見いだされ，ぱく大な費用をかけて修復作業  

が行われている。また，有害廃棄物の越境移動が国際的な問題となり，その規制に関して条約が  

採択されるなど，有害廃棄物の処理・処分が国際的にも匡内的にも社会的な関心を集めるように  

なってきた。   

我が国においては，これまで廃棄物の処理・処分に伴う大規模な環境汚染は顕在化していない  

が，焼却灰からのダイオキシン，廃乾電池中の水銀など，一般廃棄物の処理・処分に伴う汚染の  

可能性が論議されたり，廃油などの有害化学物質を含む可能性を有する産業廃棄物の不法投棄が  

数多く見られるなど，有曹廃棄物による環境汚染が潜在化していることが予想される。一方，都  

市再開発が盛んになっているが，その対象である工場跡地の土壌が有害化学物質によって汚染さ  

れ，有害廃棄物として排出されたり，過去の埋立処分地がそれと知らずに開発され，大童の廃棄  

物が掘り出されるなど，都市再開発が生み出す廃棄物を適切に処理しないと，有害化学物質によ  

る環境汚染を拡散させる恐れがある。また，国際条約の中では我が国での規制対象をはるかに上  

回る廃棄物が有害廃棄物とされており，国内的にも特別な管理が求められる有害廃棄物が増えて  

いくものと予想される。   

このように，有害廃棄物の処理・処分に伴う環境汚染のリスクを管理するためのシステムを確  

立していくことは，今後の環境行政の重要な課題の1つである。有害廃棄物のリスク管理を行っ  

てしゝくためには，まずその発生から処理・処分に至るまでのリスクを正確にモニタリングするこ  

とが不可欠であるが，そのための手法はほとんど確立されていない。そこで，本特別研究では，  

廃棄物の流れに沿って有害廃棄物のリスクを管理するためのモニタリング手法の開発を行う。  
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本特別研究では，①有害廃棄物の処理・処分に伴うリスク評価・管理の考え方を明らかにし，  

②焼却処理にかかわる環境汚染及び③埋立処分にかかわる環境汚染の可能性を検討し，これらの  

結果に合わせて，④そのリスク評価を実施するためのモニタリング手法を開発することを目的と  

して，以下の研究課題を実施する。  

（1）有害廃棄物のリスク評価に関する研究   

有害廃棄物の処理・処分による環境汚染は，その発生が廃棄物の輸送・処理・処分の各過程で  

考えられること，汚染物質も排出時に廃棄物に含まれているものだけでなく，廃棄物の処理によっ  

て非意図的に発生する有害化学物質が考えられることなど，多種多様な形態の汚染が考えられる。  

それゆえ，有穿廃棄物の環境汚染に伴うリスクを管理するためには，多様な形態の汚染リスクを  

総合的に評価する必要がある。本研究では，有害廃棄物の発生動向を把握するとともに，課題（2）  

及び（3）の結果を合わせて，有害廃棄物のリスク管理の考え方を明らかにし，そのリスクを評価  

するための指標を確立する。  

（2）焼却処理による有害化学物質の挙動に関する研究   

焼却処理では，廃棄物を高温で処理するため，有害化学物質の一部は分解されるが，一方で非  

意図的に有害化芋物質が生成することが考えられる。有害廃棄物のリスクを評価する上で，焼却  

処理にかかわる有吉化学物質の挙動を把握することが必要となる。そこで，本研究では，熱分解  

実験や燃焼・焼却実験によって，廃棄物中の有害化学物質の分解と非意図的な有害化学物質の生  

成を解明する。また，これらの実験と併せて，有害廃棄物処理施設周辺における大気や土壌など  

の汚染状況を調査・解析することにより，有害廃棄物の処理にかかわる有害化学物質の挙動を解  

明する。  

（3）埋立処分に伴う有害化学物質汚染に関する研究   

埋立処分地はその跡地を含めて，有害廃棄物による環境汚染源として重要な位置を占めており，  

その汚染可能性の把握は，有害廃棄物のリスク評価を行う上で不可欠であるが，我が国では有害  

化学物質による埋立処分地や跡地周辺環境の汚染状況はほとんど把擬されていない。そこで，本  

研究では，有害廃棄物埋立処分地あるいは不法投棄場所の周辺における大気，浸出水や土壌など  

の汚染状況を調査することにより，有害廃棄物の処分にかかわる環境汚染の可能性を解明する。  

（4）有害廃棄物のモニタリング手法に関する研究   

有害廃棄物の処理・処分に伴うリスクを管理していくために，有害廃棄物及びその処理・処分  

に伴う環境汚染を監視していくことが必要となる。廃棄物の有害性を判定するためには，有害廃  

棄物そのものの監視を行うことが必要であり，また，汚染可能性の動向を把握するためには，廃  

棄物処理・処分施設周辺の汚染状況を監視する必要がある。しかし，有害廃棄物の処理・処分に  

関しては多様な汚染物質が考えられ，それらのリクスを総合的に監視する必要がある。そこで，  

本研究では，廃棄物の有害性とその処理・処分にかかわる環境汚染を総合的にモニタリングする  

手法の開発を行う。   

各研究課題の相互の関係及び年次計画を図1に示す。  
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（2～4年射  

図1本特別研究の全体構成  

〔研究成果〕  

（1）有書廃棄物のリスク評価に関する研究   

有害廃棄物の処理・処分にかかわるリスクを適正に管理するには，それに起因する多様な汚染  

の状況を把握する必要がある。海外で見られているような有害廃棄物処理に伴う環境汚染が我が  

国で潜在している可能性を探るため，有害廃棄物管理体制の問題点の検討を行った。その結果，  

①管理の対象とすべき有害化学物質の数や排出事業場が限定されていること，②非意図的に生成  

する有害化学物質に対する対応が遅れていること，（卦水系汚染のリスクヘの対応が中心で，大気  

経由の暴罵は全く考慮されていないこと，④溶出試験などのリスク評価のための試験法に問題が  

あること，⑤埋立跡地の管理が十分でないこと，⑥処理サイドに十分な知識がないため，不法投  

棄や事故が発生する可能性が高いことなど，環境汚染につながる可能性のある問題点が数多くあ  

ることを明らかにした。また，特に環境汚染につながる可能性の高い不法投棄と事故について，  

新聞記事等に基づき，データベースの作成を行っている。  

（2）枕却処理による有害化学物質の挙動に関する研究   

多様な成分を含む廃棄物を高温で処理する焼却では，複雑な反応が起こり，これまでにもダイ  

オキシンなどの有害化学物質が生成することが見いだされている。そこで，室内の燃焼実験及び  

実施設を用いた焼却実験で有害化学物質などの生成状況を調べた。   

室内実験では，塩化ビニル樹脂の燃焼生成物を調べた。GC／MSで同定された物質は以下のとお  

りである。塩化ベンゾイル，タロロトルエン，ジタロロプロペニルシクロプロパン，タロロフェ  

ノール，クロロベンゼン，タロロシクロペンテン，タロロメチルプテン，トリクロロエチレン，  

塩化ベンジル，ベンゼン，トルエン，キシレン，アルキルベンゼン，シメン，スチレン，メチル  

スチレン，アリルベンゼン，フェニルアセナレン，メチルフユニルアセチレン，ビフェニル，メ  

チルビフェニル，インデン，メチルインデン，どこルインデン，ナフタレン，メチルナフタレン，  
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表1焼却した塩化ビニル樹脂1g当たりのPCDDsとPCDFsの  

生成量（ng）  

OCDF  HCI）D  OCDD  

A  8  C  D  F. F  

（塩化ビニル製手袋）  

0．260 0．171 0．155 0．214  0．82  0．226 0．123 0．206  

0．264 0．218 0．232 0．269 1．01 0，281 0．148 0．404  

0．448 0．375 0．383 0．416 0．864 0．328 0．334 1．08  

1．朗  0．463 0．503 0．908 1．07 1．83  2．40 1．58  

0．472 0．093 0．093 0．206 1．19  0．543 0．7011．09  

0．485 0．106 0．106 0．164 0．427 0．613 0．826 1．72  

（塩化ビニル製食品用ラップ）  

0．162 0．037 0．037 0．0811．03  0．145 0．226 0．50  

HCDF：ヘプタタロロジベンゾフラン，OCDF：オクタタロロジベンゾフラン．HCDD：ヘ  

プタタロロゾベンゾジオキシン，OCDD：オクタクロロゾベンゾジオキンン。  

記号と塩素の置換位置の説明（置換位置の間のカンマは省略）  

Aニ1234678－，B：1234679－，C：1234689，D：12347的－，E：1234679，F：1234678－。  

アルキルナフタレン，アントラセン，メチルアントラセン，フェナントレン，メチルフェナント  

レン，フルオレン，メチルフルオレン，トリフェニレン，アセナフチレン，ベンゾフルオレン，  

ベンゾアントラセン，ベンゾフェナントレン，クリセン，ヘキサノン，メチルヘキサノン，メチ  

ルアセトフユノン，フユニルアセトフユノン，フユニルアセトアルデヒド，メチルフユニルアセ  

トアルデヒド，ベンズアルデヒド，メチ／レベンズアルデヒド，フェノール，クレゾール，安息香  

酸，無水フタル酸，9一フルオレノン，1インダノン。塩化ビニリデン樹脂の場合に比べて，塩素  

系有機化合物が意外に少なかった。次に塩化ビニル樹脂の燃焼生成物中にPCDDとPCDFがど  

の程度存在するか調べた。全体として見ると，PCDFがPCDDよりも多いのが特徴であった。分  

析結果の一部を表1に示した。   

産業廃衰物処理施設を用いた実験では，塩化メテレンとトリクロロエチレンの1：1混合物の燃  

焼実験を行い，煙突からの排出ガス及びガス洗浄装置にたまった塩酸中に含まれる有機塩素化合  

物を分析した。ただしこの焼却設備では，固形プラスチックを連続燃焼させている炉からの排ガ  

スが一緒になって処理，排出されているために，これらのサンプルには塩化メテレンやトリクロ  

ロエチレンだけでなく，廃プラスチックの燃焼生成物も含まれている。燃焼温度は8500Cと9500C  

に設定した。煙道で採取したガス中からは，1，1Tジクロロエチレン，塩化メチル，Ci岳一及びtransL  

l，2－ジクロロエチレン，クロロホルム，1，2－ジタロロエタン，1．1，1一トリクロロエタン，四塩化  

炭素，1，2－ジタロロプロパン，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレンが検出された（表2）。  

しかし，廃溶剤を燃焼したときも，燃焼しないときも，これらの物質の生成量に変わりはなかっ  

たので，これらの物質は廃溶剤の燃焼から生成したのではなく，廃プラスチックの燃焼で生成し  

たものであることが分かった。すなわち，廃溶剤の燃焼では，8500Cでも950ウCでも100％分解さ  

れているものと考えられる。しかし，廃溶剤を含む廃水の焼却処理では燃焼温度によって燃焼生  

成物の濃度に差が見られ，廃水に含まれている有機塩素化合物の分解率も80～90％程度であっ  

た。燃焼生成物の排出状況は，焼却処理される廃プラスチックの種類によらずほぼ一定であった。  

一方，洗浄水中からは有機塩素化合物などの様々な物質が検出された。クロロベンゼン類，タロ  
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襲2産業廃棄物焼却施設の煙道排ガス中に含まれる有機塩素化合物濃度  

（〟g／m8）  

焼 却 物  廃プラスチック   廃プラスチック，廃溶剤  

燃焼温度●（OC）  950  850  950  R.5D 

1．レジクロロエチレン  

塩化メチル  
cisジクロロエチレン  

trans－ジクロロエチレン  

クロロホルム  
1，2－ジタロロエタン  

1，1，1－トリクロロエタン  

四塩化炭素  
1．2－ジタロロプロパン  

トリクロロエチレン  
テトラクロロエチレン  
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●この燃焼温度は廃水と廃塩素系溶剤の焼却温度である。廉プラスチックは常に8500Cで焼却され  
ている。  

ロフェノール類，1－ナフトニトリル，2－ナフトニトリルなどが同定できた。   

一方，焼却処理の排ガスに含まれた有害化学物質は周辺の大気や土壌を汚染すると考えられる。  

そこで，産業廃棄物焼却施設周辺で，大気中のガス状金属水銀，ヘキサクロロベンゼン，ベンゼ  

ン，トルエンと土壌中の水銀を調べた。大気中の水銀濃度は焼却処理施設から風が吹いている方  

向で高くなり，焼却施設による影響が示唆されたが，土壌中の水銀濃度とは明確な関連は見いだ  

せなかった。ヘキサクロロベンゼンも濃度は低いながらも検出され，風向と濃度分布の関連から  

焼却処理施設が排出源と考えられる。最大濃度は6ng／mlであった。ベンゼン，トルエンにつV）  

てはポータブルガスタロによる自動分析を行った。－ベンゼンの最大濃度は1．67mg／m3で同様に  

焼却処理施設の関与があると考えられる結果が得られた。  

（3）埋立処分に伴う有害化学物質汚染に関する研究   

有害廃棄物が適切な管理がなされていない埋立処分地へ処分されたり，不法投棄されると，有  

害化学物質が大気や地下水に侵入していくことが考えられる。そこで，産業廃棄物の埋立処分地  

の浸出液を入手し，GC／MSを使用して，その中に含まれる有機成分を同定した。そのうちの1つ  

のサンプルからは，塩素を含む物質は同定できなかったが，図2に示すような50種類以上の多様  

な物質が検出された。  

（4）有害廃棄物モニタリング手法に関する研究   

有害廃棄物の処理・処分による環境汚染の可能性を監視するには，施設から排出される有害化  

学物質をモニタリングするとともに，周辺環境の大気，水や土壌をモニタリングする必要がある。   

施設からの排出のモニタリングについては，焼却施設の排ガスと埋立処分地の浸出液中の多様  

な有機成分を同定・定量する手順の検討を行っている。また，生物活性に対する影響を測定し，  

浸出液の毒性を把握することによって，多様な汚染物質によるリスクを総合的にモニタリングす  

る手法についても，検討を開始している。  
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2？HCH］ 琵HコOH。C克H3  
CH3（CH2）巧HCH3 CH3（CHっ）3忘CH3（CH3）2CHCH   ◎NH◎  

CH30CH2C（⊂H3）2  

0H  OH  O  

CHっ0（CトbO）。H C2H50（CH20）nH  ①恭。◎こ 
◎ぶニ  

（CH3）3CCOOH CH3‾CH＝CH．COOH CH3（CH2）3乍HCOOH cH3（CH2）7COOH CH3NCS（C2H5）3N  
C2日5  

dr cf cH，－CH＝CHO昌（OCH3）2 ◎oH◎oH馳，，2墜ユ，  
5  

CH3  

③三ご観芸H5叡。岬 H3C磁場 あ岬飢  

あ叫◎oc2H5馳2的◎喜㌘軌 ◎cH2CO。H◎NHCHO  
◎cH勅COOH ◎NH2◎NH。H。 殴是謁，7 敬呈ミ ◎NHCO叫  

感ごこcHO馳COCH3－Bぼ霊2CH：。H。Hコ N9coNHOH◎手o H  

図2 埋立処分地浸出水中から検出された有機成分の一例  

◎0－◎NH。2H  

嘩3  

H3C⑨冨州2  

図3 一般廃棄物埋立地における表層土壌ガス中のテトラクロロエチレ  

ン濃度分布   

さらに，埋立処分地における揮発性有害化学物質の存在状況を調べる方法として，土壌ガスを  

分析する手法を検討している。一般廃棄物の埋立処分地にこの手法を適用した結果，図3に示す  

ように，テトラクロロエチレンの分布を確認することができた。  
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2．12 都市域における冬期を中心とした高濃度大気汚染の予測と  

制御に関する研究（初年度）  

平成2～4年度（1990～1992年度）  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  
統括研究官  
都市大気保全研究チーム  
交通公害防止研究チーム  

地球環境研究グループ  
オゾン層研究チーム  

温暖化現象解明研究チーム  
酸性雨研究チーム  

化学環境部  
計測技術研究室  

大気圏環境部  
大気動態研究室  

客員研究員12名  

内藤正明  
○若松伸司・上原 清・鵜野伊津志  

森口祐一  

笹野泰弘  
横内陽子・酒巻史郎  

村野健太都  

向井人史  

松井一郎  

〔研究概要〕   

都市域における窒素酸化物，光化学オキシダント，粒子状物質等による大気汚染は都市機能の  

高度化に伴いますます大きな問題として認識されている。例えば，光化学大気汚染の注意報発令  

日は昭和56年度（1981年度）を底に再び増加しているし，窒素酸化物に関しても昭和60年虔  

（1985年度）から再び上昇の傾向が見られ，特に，1987年の冬期には大都市地域において極端な高  

濃度が出現した。これらの高濃度が出現する場合にiま，水平スケールとして数10～100km程度に  

わたる海陸風循環等の気象の時間・空間変化が重要な役割を果たしている。冬期の都市域におけ  

る高濃度大気汚染のメカニズムに関しては気象及び大気反応の両面で不明な点が多く，適切な制  

御を行うためにはフィールド観測や成層風洞による実験が必要になってくる。   

本特別研究の目的は，冬期を主体に都市スケールの窒素酸化物，炭化水素，硫黄酸化物，光化  

学オキシダント，粒子状物質等による大気汚染を，物質間の反応も含めた一連の現象として取り  

扱い，発生源と環境濃度との因果関係を明らかにし，もって，その制御・保全の方法の立案及び，  

望ましい大気環境の質の検討に資するものである。   

本特別研究は都市域におけるフィールド観測，風洞を用いた室内実軌大型計算機による数値  

モデル等の基礎的な研究を総合的に解析し，都市域における大気汚染の具体的対策の立案に資す  

ることを目的として，以下に示す3つの研究課題を中心にとり行われる（図1及び図2参照）。  

（1）都市域における冬期を中心ヒした高濃度大気汚染の動態解明に関する研究   

1）都市域における冬期の高濃度大気汚染と気象のフィールド研究   

特に環境基準の達成率の悪い二酸化窒素（NO2）汚染と，浮遊粒子状物質（SPM）汚染の機構解明  

は緊急を要する。これらの汚染が最悪になるのは寒候期であり，これについては上空を含めた観  
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図1本特別研究の全体構成・  

動態解明  （1）   室内研究  ・l、  

（フイ」ルド研’  

∴－、   

風間  

数値モデルの研究  

、ミ  発生源対策   

（自動車，固定発生源）   

図2 本特別研究のサブテーマの関係  
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測は皆無に近い。したがって，冬期の大気汚染と気象の大規模観測を実施して，動態の把握を行  

う。  

2）風洞等を用いた室内実験，特に安定成層条件下での大気汚染物質の拡散現象の研究   

冬期の高濃度大気汚染には安定成層内に形成される都市境界層の挙動が大きく影響する。都市  

境界層内部の構造とその中での拡散メカニズムを解明するために大型拡散風洞を用いた実験を行  

い，各種スケールでの拡散現象を研究する。  

（2）数値モデルの開発とその応用に関する研究  

1）都市域における大気汚染物質の移流・反応・沈着等を評価するための時空間数値モデルの  

確立に関する研究   

窒素酸化物，光化学オキシダント，炭化水素成分，硫黄酸化物，一酸化炭素，SPMを相互に関  

連する大気汚染現象として解析，評価，予測できる数値デルを開発する。これまでには夏期の光  

化学大気汚染に関しては数値モデルの妥当性が検証されてきたが，冬期に関しては全く検証がな  

されていないため本研究においては冬期に関しての検討を重点的に行う。  

2）数値モデルの発生源対策への応用に関する研究   

数値モデ／レを発生源コントロールの評価に利用するための基礎的な検討を行う。具体的には数  

値モデル使用に当たっての初期条件の設定方法，境界条件の設定方法，グリッドシステムによる  

誤差評価，点源のモデル内部での取り扱い方，気象パラメーターの感度解析等についての各種の  

検討を行い最適条件を求める。  

（3）発生源対策手法の確立に関する研究  

1）大気汚染物質の発生源推定手法の確立に関する研究   

国定発生源，移動発生源からの大気汚染物質発生量と排出組成分布の推定手法の検討を行うと  

ともに自然発生源からの揮発性炭化水素成分の発生量推定手法の検討を行う。  

2）汚染物質削減シナリオの策定手法に関する研究   

大気汚染の予測モデルを用いて各種の気象条件や，発生源条件の組み合わせに対して予測計算  

を行い，その結果をもとにして大気汚染物質濃度の立体分布，時刻変化等を含めた大気汚染制御  

シナリオの検討を行う。  

〔研究成果〕  

（1）都市域における冬期を中心とした高濃度大気汚染の動態解明に関する研究   

1）都市域における冬期の大気汚染の動態を解明するために1990年11～12月にかけて埼玉県  

及び東京都においてフィールド観測を実施した。この観測では地方自治体，大学等との共同研究  

も行っており，環境庁が実施したフィールド観測とも時期を合わせたため，これまでにない質の  

高い気象と大気汚染物質の立体分布観測結果を得ることができた。観測期間中のNOズの最高値  

は12月22日の833ppb（東京，大手町）であった。また，日本と韓国の研究協力も平成2年度か  

ら始まりソウル市と日本の都市との同時観測も地方自治体の協力を得て開始された。  

一89－   



2）風洞を用いた都市域における大気拡散の研究を開始した。本年度は都市の構造物が大気拡  

散に及ぼす影響の基礎的な検札並びに風洞におけるトレーサーガス濃度測定システムの開発に  

関する基本検討を行った。   

（2）数個モデルの開発とその応用に関する研究   

1）都市域における冬期を中心とした高濃度大気汚染の出現機構を明らかにするために，日本  

の代表的な都市である札幌，東京，横浜，川崎，名古見京弘大阪，神戸，広島北九州の大  

気汚染観測データを解析した。最も単純な仮定として，環境大気中におけるNO2はバックグラウ  

ンドのオゾン（0。）と一次排出からのNO2のみで濃度が決まると考え，日周期成分をスペクトル解  

析により抽出しデータの評価を行った。その結果，冬期には一次排出の寄与，春期には自然起源  

の0。の割合が相対的に大きいことが明らかとなった。  

2）都市域における大気汚染物質の挙動を評価するための時空間数値モデルを構築するため  

に，都市境界層の形成メカニズムの基礎的な検討を行った。冬期の夜間に都市域において実施し  

たフィールド観測データをもとに，垂直方向の風の変動とモーメンタムフラックス及びヒートフ  

ラックスの詳細な解析を行い，都市境界層内部における垂直方向の熱フラックスの高さ変化が，  

都市境界層の加熱にとって相対的に重要なパラメータであることを見いだした。   

（3）発生源対策手法の確立に関する研究  

1）大気汚染物質の発生源推定手法を確立するために特に自動車からの発生源推定手法の検討  

を行った。大阪市における自動車排出ガス調査により5種類の車種別の揮発性炭化水素排出特性  

を確定した。また，大阪市における道路近傍での炭化水素調査の結果，軽自動車及びLPG車の寄  

与率を正しく評価することが重要であるとの結果が得られキ。  

2）数値モデルの発生源対策への応用に関する研究を行った。光化学大気汚染三次元モデルを  

用いて窒素酸化物や炭化水素成分の発生源強度の変化が環境濃度変化に及ぼす影響を，異なった  

境界条件に対して計算し発生源対策のシナリオを検討した。解析の結果，揮発性炭化水素の発生  

総量の把握をより精度よく行うことが緊急の課題であることが分かった。  
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